
令和６年度気仙沼市デジタル水産業推進協議会 

第１回Ｅ分科会 

 

日時： 令和６年１０月７日（月）午後３時００分～ 

場所： 気仙沼市ワンテン庁舎大ホール＋オンライン 

 

次 第 

 

１ 開   会 

 

 

２ 挨   拶 

 

 

３ 出席者紹介 

 

 

４ 報 告 

(１)今年度における取組事項について 

 

 

５ 協   議 

(１)E-1：広域市場データ共有基盤の事業計画 

 

 

(１)E-2：第１回水産バリューチェーン研究会 

 

 

６ そ の 他 

 第２回水産バリューチェーン研究会開催日時 １０月１８日（金）１３時～ 

 

 

７ 閉   会 

 

 

 

 

 

 
【配布資料】 

 １ 次第（本紙） 

 ２ 出席者名簿 

 ３ 説明資料 

 ４ 説明資料‐別添資料 



【気仙沼市デジタル水産業推進協議会Ｅ分科会員】

NO. 区分 所属 職名等 氏名

1 分科会長
株式会社カネダイ・
気仙沼冷凍水産加工業協同組合

代表取締役社長・
組合員

佐　藤　俊　輔

2 株式会社阿部長商店 経営管理部　部長 菅　原　圭　介

3 株式会社さんりくみらい 代表取締役 藤　田　純　一

4 学識経験者 東京海洋大学
海洋生命科学部　名誉
教授

東　海　　　正

5
気仙沼漁業協同組合・
気仙沼市デジタル水産業推進協議会

代表理事組合長・
会長

齋　藤　徹　夫

6 株式会社石渡商店 代表取締役社長 石　渡　久　師

7 気仙沼漁業協同組合
魚市場部水揚管理課
課長

小野寺　雄　一

8 気仙沼商工会議所
総務課長兼デジタル化
推進室長

佐　藤　淳　一

9 気仙沼市物産振興協会 事務局長 高　橋　ちひろ

10 株式会社八葉水産 取締役常務 清　水　健　佑

11 株式会社藤田鐵工所 代表取締役社長 米　倉　工　雄

12 宮城県漁業協同組合気仙沼総合支所 支所長 山　内　　　裕

13
関係

行政機関
宮城県気仙沼地方振興事務所水産漁港部

技術副参事
兼総括技術次長

鈴　木　永　二

14 気仙沼市 気仙沼市 デジタル補佐官 種子野　　　亮

【アドバイザー】

NO. 区分 所属 職名等 氏名

1 外部企業 株式会社フーディソン 代表取締役CEO 山　本　　　徹

【事務局】

NO. 区分 所属 職名等 氏名

1 産業部水産課 課長 齋　藤　英　敏

2 産業部水産課加工振興係 課長補佐兼係長 日　野　　　卓

3 産業部水産課魚市場係 係長 三　浦　美　幸

4 産業部水産課漁業振興係 主幹兼係長 小野寺　幸　史

5 産業部水産課漁業振興係 主幹 佐　藤　　　吉

6 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 主任研究員 秋　元　康　男

7 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 主任研究員 清　谷　康　平

摘要

オンライン

支援企業

気仙沼市

摘要

オンライン

令和６年度気仙沼市デジタル水産業推進協議会　第１回Ｅ分科会名簿

摘要

オンライン

各種団体
・企業

（所属名順）

オンライン

オンライン

オンライン代理出席
班長　阿部　修久

オンライン

会場

オンライン

副分科会長

欠席

オンライン

会場

オンライン

欠席

会場



日時 令和６年１０月７日（月）

１５：００～１７：００

場所 気仙沼市ワンテン庁舎大ホール
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・E-1：広域市場データ共有基盤
・E-2：水産バリューチェーン研究会
・E-3：気仙沼市魚市場のスマートフォン入札の導入支援

今年度における取組事項

2024/10/8 2



１．報告 取組事項① E-1：広域市場データ共有基盤

1. 概要
各魚市場における入船情報・水揚げ情報のデジタル化

2. 目的・効果

1. 各漁協の負担軽減

2. 買受人による情報収集の効率化

3. 水産行政・研究データ基盤案

1. P25のとおり

4. 実施主体

1. 管理者：市，漁協

2. 利用者：魚市場関係者等

3. 仕様検討：漁協，協議会

5. 実現に必要な要素

1. 各市場における入船情報等のデータ収集

2. データの共有に関するルール構築

3. 統一フォーマットの検討

6. 整備スケジュール案

1. R6（一部実証まで）

1. 関係者の基本合意

2. 5に記載の情報収集

3. 一部実証

2. R7以降（実装）

1. 基本仕様構築

2. ベンダー選定

3. 実装フェーズへ
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２．報告 取組事項① E-1：広域市場データ共有基盤 整備イメージ

広域市場データ共有基盤

その他産地市場
(石巻・塩釜・銚子・勝浦等)

入船情報・市況情報等の共有
→各市場間における
情報収集の効率化

タブレット

PC

スマホ

気仙沼市魚市場

紙で直接確認していた情報がデジタル化
され，収集が容易に

利用者
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３．報告 取組事項① E-1：広域市場データ共有基盤 実現に向けた備忘録

特に，入船情報については各市場同じ情報
を電話，FAX，HP等でそれぞれ把握し，独
自のフォーマットでまとめている
→情報の出処は同じであり，共有化するこ
とによりそれぞれの負担軽減に寄与する

各市場とのデータ共有については，
①関係者間の合意ののち，

②共有するデータの範囲
③共通のフォーマット
について議論が必要

問屋→漁協→HP公表
までの作業プロセスを確認し，
省力化が可能な部分を探し，共
有基盤の整備と併せて適宜検討

デジ水予算で整備
→気仙沼が旗頭となり，各市場との連携を図る



４．報告 取組事項② E-2：水産バリューチェーン情報連携プラットフォーム

1. 概要
水産バリューチェーン研究会の実施

2. 目的・効果

1. 水産バリューチェーンの構築に向けた研究

2. 民間活動の誘発

3. 水産バリューチェーン研究会の取組

1. 外部講師招へい等によるビジネスモデルの調査・研究

2. 現地視察（消費地市場，その他バリューチェーン構築事例な
ど）

4. スケジュール案

1. R6（研究）

2. R7～（要件定義）

5. 課題

1. 本市水産業における水産バリューチェーンのモデル検討
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５．報告 取組事項③ 気仙沼市魚市場のスマートフォン入札の導入支援

1. 概要
市魚市場におけるスマートフォンを利用した入札システムの導入

2. 目的・効果

1. 既存の入札システム更新

3. スケジュール案

1. R6年度 事例研究

2. R7年度～ 導入支援
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・E-1：広域市場データ共有基盤（NO.６～２８）

今年度における事業計画①
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６．協議１ E-1：広域市場データ共有基盤の整備イメージ 利用者目線（ユーザー目線）
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気仙沼市魚市場

入船情報

市況情報

●●魚市場

入船情報

市況情報

▲▲魚市場

入船情報

市況情報

E-1：広域市場データ共有基盤

気）入船情報

気）市況情報

●）入船情報

▲）入船情報

●）市況情報

▲）市況情報

気仙沼市魚市場

入船情報

市況情報

●●魚市場

入船情報

市況情報

▲▲魚市場

入船情報

市況情報

水産関係者

必要な情報を
それぞれに
アクセス

水産関係者

ここのみに
アクセス

水産関係者にとっての情報収集が容易になるように。



７．協議１ E-1：広域市場データ共有基盤の整備イメージ 管理者目線
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気仙沼市魚市場

入船情報

市況情報

●●魚市場

入船情報

市況情報

▲▲魚市場

入船情報

市況情報

E-1：広域市場データ共有基盤

気）入船情報

気）市況情報

●）入船情報

▲）入船情報

●）市況情報

▲）市況情報

気仙沼市魚市場

入船情報

市況情報

●●魚市場

入船情報

市況情報

▲▲魚市場

入船情報

市況情報

漁協関係者にとっての情報入力の負担軽減となるように（新たな負担が生じないように） 

気仙沼漁協

データ
整理

●●漁協

データ
整理

▲▲漁協

データ
整理

気仙沼漁協

データ
整理

●●漁協

データ
整理

▲▲漁協

データ
整理

これまでと同様以下の作業



８．協議１ E-1：広域市場データ共有基盤の入船情報に対する使い方イメージ

2024/10/8
2024/10/8

11

気仙沼市魚市場

入船情報

市況情報

●●魚市場

入船情報

市況情報

▲▲魚市場

入船情報

市況情報

使い方①
自身の魚市場における情報発信（HPなど）

使い方②
各魚市場情報をまとめて発信（各港入船調など）

気）入船情報

気）入船情報
●）入船情報
▲）入船情報

E-1：広域市場データ共有基盤

気）入船情報

気）市況情報

●）入船情報

▲）入船情報

●）市況情報

▲）市況情報

※これまでの情報発信量が不足しないように



９．協議１ E-1：広域市場データ共有基盤の市況情報に対する使い方イメージ

2024/10/8
2024/10/8

12

気仙沼市魚市場

気）入船情報

気）市況情報

●●魚市場

●）入船情報

●）市況情報

▲▲魚市場

▲）入船情報

▲）市況情報 使い方
自身の魚市場における情報発信

E-1：広域市場データ共有基盤

気）入船情報

気）市況情報

●）入船情報

▲）入船情報

●）市況情報

▲）市況情報

※これまでの情報発信量が不足しないように



入船情報 市況情報

発信する内容 発信する時間帯 発信する内容 発信する時間帯

インターネット

①入船情報（ホームページ）
・はえ縄・大目・陸送
・かつお
・さんま
・まき網（青物）
・解凍販売予定
・船凍船販売予定

前日午後～当日午前
⑤市況情報（ホームページ）
・はえ縄
・かつお

当日午後～

魚市場場内
・漁協窓口

②入船情報（紙面）
・漁業・魚種別
・漁船別

③各地入港船調

当日午前４時～

⑥市況情報（紙面）
・はえ縄
・かつお

⑦他港の市況情報
・大船渡魚市場
・石巻魚市場
・塩釜魚市場
・小名浜魚市場
・銚子魚市場
・勝浦魚市場

当日午後～

漁協内部 ④さんま入港調（※提供希望者のみ） 未把握

市役所（水産課）
への報告

②入船情報（紙面）
③各地入港船調

当日朝
⑧魚種別日計表
⑨漁業種別日計表

当日午後～
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１０．協議１ 入船情報と市況情報の現況まとめ



１１．協議１ ①入船情報（ホームページ） 左：はえ縄・大目・陸送 右：かつお
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入船情報



１２．協議１ ①入船情報（ホームページ） 左：さんま 右：まき網（青物）
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入船情報



１３．協議１ ①入船情報（ホームページ） 解凍販売予定
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入船情報



１４．協議１ ②入船情報（紙面） 左：漁業・魚種別 右：漁船別
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入船情報



１５．協議１ ③各地入港船調
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入船情報



１６．協議１ ④さんま入港調
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入船情報



１７．協議１ ⑤市況情報（ホームページ） 左：はえ縄 右：かつお
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市況情報



１８．協議１ ⑥市況情報（紙面） 左：はえ縄 右：かつお
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市況情報



１９．協議１ ⑦他港の市況情報 左：大船渡 右：石巻
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市況情報



２０．協議１ ⑦他港の市況情報 左：塩釜 右：小名浜
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市況情報



２１．協議１ ⑦他港の市況情報 左：銚子 右：勝浦
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市況情報



２１．協議１ ⑧魚種別日計表１／２
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市況情報



２２．協議１ ⑧魚種別日計表２／２

2024/10/8 26

市況情報



２３．協議１ ⑨漁業種別日計表
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市況情報



２４．協議１ 気仙沼市魚市場における入船情報・市況情報に係る情報連携の内層

2024/10/8 28

気仙沼市魚市場

漁船 問屋 漁協職員
漁協職員
（当直）

電話 電話 紙メモ HP入力

入船情報

各売場

卸売結果

各売場

卸売結果

各売場

卸売結果

https://
漁協

漁協
システム

データ検証・精査
（漁協職員）

市況情報

漁協
システム

漁獲情報管理
システム

宮城県
システム



２５．協議１ 入船情報の情報連携に係る課題と対応案
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気仙沼市魚市場

漁船 問屋 漁協職員
漁協職員
（当直）

電話 電話 紙メモ HP入力

入船情報

https://
漁協

・口頭伝達による報連相漏れの可能性
・ 〃 のためデータ履歴残らず

・自由記述式のため情報が定型でない
・HP情報の更新のためデータ履歴残らず

入船情報漁船 問屋
漁協職員

（当直問わず）

電話 入力

入船情報

電話

情報連携の効率性・正確性・所要時間の改善

・データの定量化
・データ履歴の保存



２６．協議１ 市況情報に係る情報連携の課題と対応案①
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気仙沼市魚市場

各売場

卸売結果
漁協

システム

データ検証・精査
（漁協職員）

市況情報

漁協
システム

漁獲情報管理
システム

宮城県
システム

E-1：広域市場
データ共有基盤

●●魚市場

各売場

卸売結果
漁協

システム

データ検証・精査
（漁協職員）

市況情報

漁協
システム

漁獲情報管理
システム

・E-1で出力する市況情報は各漁協システムから出力するよりも，漁獲情報
管理システムを同期するほうが容易

・但し，漁獲情報管理システムへのデータアップロードの時間が課題

連携済

連携済

連携済

連携済



２７．協議１ 市況情報に係る情報連携の課題と対応案②
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気仙沼市魚市場

市況情報

漁協
システム

漁獲情報管理
システム

荷受日，精算日，組合員コード，
漁業者ID，仕切り伝票番号，
漁業種類コード，魚種コード，
地方魚種名，荷受区分，変換率，
荷受数量，変換単位，Kg数量，
金額，販売形態，員区分，
仕向先番号，漁協番号（機関コー
ド），追加項目（10項目）

青：現出力情報で表現可能 → R6年度中作業
赤：漁協システムから追加出力が必要 → R7年度以降作業



２７．協議１ 市況情報に係る情報連携の補論
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気仙沼市魚市場

市況情報
・漁協窓口
・市場場内
・提供希望者

・ホームページ

地方卸売市場気仙沼市魚市場業務規程

（卸売予定数量等の公表）
第36条 市長は，卸売予定数量並びに卸売の数量及び卸売価格（せり売り，入札又は相対取引に係る価格に，消費税額及び地方消費税額を加えた価格をいう。第40条第３項において同じ。）
を速やかに魚市場内の見やすい場所に掲示し公表しなければならない。

２ 卸売業者は，前項の公表に必要な資料を市長に提出しなければならない。

（卸売業者による売買取引の結果等の公表等）
第36条の２ 卸売業者が行う卸売予定数量並びに卸売の数量及び価格（消費税額及び地方消費税額を含む。）の公表は，市場内の見やすい場所に掲示してするものとする。
２ 卸売業者は，その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある場合にあってはその月の前月の奨励金等の種類ごとの交付額（第19条の４の規定によりその条件を公表し
た委託手数料及び奨励金等に係るものに限る。）を公表するものとする。

３ 卸売業者は，第１項の規定により公表する場合において，その売買取引結果等の内容が前条の規定により市長が公表する市場ごとの売買取引結果等の内容と同一の内容である場合には，開
設者と共同で第１項の公表を行うことができる。



２８．協議１ 取組スケジュール
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～R6.6-8 9 10 11 12 R7.1 2
3・R7年度～

6 7 8 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

E分科会

E分科会作業部会

入船情報

・現況把握

・基本設計・開発

・他港協議

・詳細設計・開発

市況情報

・現況把握

・基本設計・開発

・他港協議

・詳細設計・開発

10/7第１回E分科会 第２回E分科会

必要に応じて随時開催

現出力分のみ

現出力分のみ 追加出力分

追加出力分



・E-2：第１回水産バリューチェーン研究会（NO.２９～３７）

今年度における事業計画②
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２９．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 資料構成

1. 水産バリューチェーンの定義

2. 水産物の流通工程

3. 水産バリューチェーンの目指す取組み

4. 令和６年度の検討事項（案）

1. 先進事例の調査

2. 水産物流通と気仙沼における課題の整理

5. 令和７年度の事業（案）
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３０．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 今年度事業の背景
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⚫ 令和５年度に「気仙沼水産バリューチェーン研究会（仮称）」を設置した。

⚫ サプライチェーンの全体像や各段階における経営環境や将来像に関する理想と課題について共有した。

⚫ 令和６年１月に株式会社フーディソン・山本代表取締役CEOによる講演を聴講した。

（講演テーマ）フーディソンのプラットフォーム事業のご紹介

バリューチェーンモデルについて

令和５年度の検討経緯（振り返り）

⚫ 水産バリューチェーン構築の目的を次のとおり整理した。

  ①川上＝生産者（漁業者）や魚市場に利益が還元されるサプライチェーンを構築する。

  ②気仙沼が取扱う魚種の商品価値や情報を付加価値として消費者（例：東京）に確実に届ける。

  ③消費者（例：東京）が求める商品情報やニーズを製品開発や流通に還元する。

⚫ マーケットイン（消費者のニーズ・意向を反映した商品を市場に投入する取組み）の考え方を取り入れたサプライチェーンの構築を目指す。

そのために活用可能なデジタル技術は積極的に導入する。

  令和６年度以降の展開に向けて「水産バリューチェーンの全体像に関する正確な理解」と「国内外における水産バリューチェーンの先進事

  例（気仙沼にとっての参考事例）に関する調査研究」を進めていく必要性を確認した。

令和５年度の検討成果と令和６年度以降の展開



３１．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 水産バリューチェーンの定義
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⚫ 水産物の流通において、従来のサプライチェーンは魚（モノ）の動きを中心に捉えられることが主流であった。
⚫ 一方、従来のサプライチェーンの考え方とは異なり、生産から流通、加工、消費に至る各段階における情報や価値の伝達を双方向に行うこ

とで、各段階における水産物の価値を上げていく取組や考え方を「水産バリューチェーン」と呼ぶ。

（出典）水産庁



３２．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 水産物の流通工程
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生産者
（漁業者）

海外生産者
輸入業者
（商社等）

消費地卸売市場（仙台・東京等）

卸売業者
仲卸業者
売買参加者

卸売業者
（気仙沼漁業協同組合）

買受人

加工業者

産地卸売市場（気仙沼市魚市場）

小売店舗・
食材卸売問屋

消費者

（国内産）

（輸入品）

気仙沼

⚫ 水産物の一般的な流通工程を整理すると下図のとおりとなる。
⚫ 生産者（川上）から加工・流通（川中）を経て消費者（川下）まで、多数の関係者を経由しながら水産物が流通するサプライチェーンが構

築されている。
⚫ また、近年では、デジタル技術を介して従来の流通とは異なる経路により消費者や飲食店等に直接、商品を流通させる水産ベンチャー企業

等も参画しており、水産物の流通工程は複雑化している。
⚫ これらの流通工程のうち、気仙沼は、生産者～産地卸売市場、加工業者を中心として、サプライチェーン上の川上～川中に位置する。

氷等材料 冷凍冷蔵庫

物
流
事
業
者

物
流
事
業
者

気仙沼が水産バリューチェーンの構築により強化しようとす
る流通工程（消費者ニーズの把握によるマーケットイン開発）



３３．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 水産バリューチェーンの目指す取組み
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バリューチェーンの取組（５類型）

①付加価値向上 ②新規マーケット開拓
③生産・物流面の

課題解決
④AI・DXの活用による

課題解決
⑤AI・DXの活用による

付加価値向上

⚫ 水産庁の資料に基づけば、水産バリューチェーンの構築による取組みについては、次の５類型に分類される。
⚫ 気仙沼では、特に、④⑤のようにデジタル技術を活用することにより、産地（気仙沼）と消費者の間で相互に情報が受発信されたり、情報

発信による付加価値を価格向上につなげたりすることを目指している。

（参考）水産庁「水産バリューチェーンの構築（令和６年３月）」

• 取引量の拡大
• 取引価格の向上によ
る所得向上

• 新製品の開発
• 新たな消費・流通方
法による価格形成

• 生産者・消費者の連
携による商品開発

• 海外への輸出展開

取
組
例

類
型

目
標

• 新規販路の開拓
• 国内流通・輸出拡大
による所得向上

• 原料調達に関する産
地間連携

• 物流網の開拓による
新規販路の拡大

• 販路及び物流の安定
化・円滑化

• 新規販路の開拓

• サプライチェーン全
体のデータ管理

• ECサイト等による消
費者との直接取引

• トレーサビリティへ
の情報付加による価
格向上

• QRコード付商品販売

• AIやITを活用した業務
効率化・生産性向上

• 費用圧縮・経営改善

• 商品価値の直接的な
情報発信

• 付加価値向上による
価格向上

気仙沼では①②③の実現に向けて④⑤を導入



３４．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 水産物流通と気仙沼における課題の整理
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生産者・産地市場

◼ 漁獲量減少・魚種変化
◼ 魚価が安い
◼ 担い手が不足

水産政策

◼ 資源管理強化
◼ 海面利用制度見直し
◼ マーケットインの視点
による水産物の高付加
価値化

加工業者

◼ 原材料の不足
◼ 原材料価格の高さ
◼ 人手不足

卸売業者・小売業者

◼ 魚が売れない
◼ 売る人材の不足
◼ 保管コストが嵩む

輸入・海外の動向

◼ 水産物消費の増加
◼ 輸入価格の上昇
◼ 養殖生産の伸長

消費者
（ライフスタイルや食生活等消費形態・ニーズの変化）

流通問題
◼ 物流コストの高さ
◼ トラック不足
◼ ドライバー不足

川上
（産地）

川下
（消費地）

◆川上（産地：気仙沼）と
川下（消費地：東京等）
の情報が双方に届かない

◆商品情報や価値、消費
者のニーズが双方で共
有できていない

⚫ 水産物の流通においては、川上～川中～川下のサプライチェーン全体で様々な課題を抱えている。
⚫ 気仙沼はサプライチェーンの上流に位置しており、特に、生産者や魚市場の経営・収益面へのメリットに課題を生じている。
⚫ また、サプライチェーン全体では、川上・川下双方初の情報が相互に届かず、情報や価値、ニーズを共有できていないことに課題認識を

持っている。

◆生産者（漁業者）に収益
が還元されない

◆魚市場の経営にメリット
が還元されない

川中
（加工・流通）

気仙沼が抱える課題



３５．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 令和６年度の検討事項 
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⚫ 水産バリューチェーンの取組（５類型）について、国内外における先進事例（気仙沼にとっての参考事例）に関する調査研究を実施する。
⚫ 国内外の事例について、気仙沼にとって有益な事例については、取組みの実施主体となる民間事業者等を講師として招聘する。

国内外における水産バリューチェーンの先進事例（気仙沼にとっての参考事例）に関する調査研究

気仙沼が目指す取組みや水産バリューチェーンのあり方を関係者間で具体化する。

＃ 事業等名称 対象地域 事業概要 バリューチェーン分類 目的適合性※

１ ブロックチェーンを活用したト
レーサビリティシステムの構築

千葉県
鹿児島県

船橋市
南さつま市

• トレーサビリティシステムの構築
• 情報付加による魚価・付加価値の向上

AI・DXの活用による
付加価値向上

①②③

２ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

①川上＝生産者（漁業者）や魚市場に利益が還元されるサプライチェーンを構築する。
②気仙沼が取扱う魚種の商品価値や情報を付加価値として消費者（例：東京）に確実に届ける。
③消費者（例：東京）が求める商品情報やニーズを製品開発や流通に還元する。

■参考事例に関するロングリスト

◼ 事業等名称：ブロックチェーンを活用したトレーサビリティシステムの構築
◼ 事業概要 ：ブロックチェーン技術によるトレーサビリティシステムを構築

サスティナビリティへの取り組みなど高品質な水産物の情報価値
を消費者に届ける取り組みを推進

◼ 事業背景・課題認識等：
• SDGsなど、事業の持続可能性に対してサスティナビリティなどに対する社
会的な関心が高まってきている

• 海外では商品に対するトレーサビリティ情報の付加が求められる傾向が拡
大しており、日本国内でも同様の取組みを推進する必要性が高まりを見せ
つつある

■参考事例の詳細整理・分析 ※下記は水産庁「水産バリューチェーンの構築（令和６年３月）」より抜粋。今年度の調査研究において、事例ごとに同様の整理を想定

水産バリューチェーン
構築の３つの目的

◼ 検討体制等：Ocean to Table Council

◼ 取組内容 ：
• 千葉県船橋産スズキ及び鹿児島県吹上浜産ツキヒガイを対象にトレーサビ
リティシステムの構築と実証販売を実施

◼ 取組成果：
• トレーサビリティ情報の付加によって、スズキでは通常の魚価から約10％、
ツキヒガイでは3年前の30円/枚から250～350円/枚と魚価が向上

• QRコードをスマートホンなどで読み込むことで、購入者が漁獲、加工、販
売の場所や日時などのトレーサビリティ情報を閲覧できる仕組みを構築

• 漁業者や販売業者もトレーサビリティやシステム利用の価値を実感



３６．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 令和７年度の検討事項（案）
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⚫ 昨年度の検討において、「気仙沼の旨いカツオ、マグロを東京の消費者に知ってもらい、食べてもらいたい」、「気仙沼の旨いカツオ、マ
グロを食べた消費者の反応を気仙沼に還元したい」との意向が示された。

⚫ 昨年度の意向を踏まえ、カツオ、マグロを取扱い、産地（気仙沼）から消費地（東京）に商品を流通させる実証実験を企画する。
⚫ 実証実験では、水産バリューチェーン構築の目的に照らし合わせ、気仙沼から消費者への情報・価値提供と消費者から気仙沼への情報・評

価の還元の双方を実現することを目指す。
⚫ 実験項目としては、次のようなものを想定する。

  例１）産地側の情報を付加した場合、通常よりも販売価格が高くなるのか（情報に関する付加価値の金額換算）。
  例２）消費者の反応が産地に正確に届けられた場合、生産者側にメリットが生じるか（生産者メリットの発出方法）。

※  実証実験を実施する場合には本市関係者はもちろん、外部協力者とも協議のうえ実施する。

水産バリューチェーンに関する実証実験

気仙沼市デジタル水産業推進協議会

協力事業者
（水産流通関係者等）

業務委託契約及び秘密保持契約等締結（10月以降を想定）

実証実験企画
（目的等具体化）

商品流通 新規開拓
分科会への
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

今後の
展開検討

◼ 協力事業者への依頼事項（仕様案）
①気仙沼産カツオ、マグロの首都圏消費者向け流通・販売
②流通・販売結果（販売数量・価格等）及び消費者等意見・評価の把握
③消費者等の意見・評価の協議会への報告
※飲食店、量販店等流通先の対象については協議会において要協議

◼ 協力事業者選定視点（案） ※候補事業者については協議会において要協議
①気仙沼の水産業界及び水産物流通への精通
②消費者等の正確な意見・評価把握の可能性（把握方法含む）
③気仙沼の水産関係者との今後の関係構築・発展性
デジタル水産業を含め将来の関係構築に有益と考えられる事業者を選定



３７．協議２ 第１回水産バリューチェーン研究会 今年度スケジュール

• 10/7（月） 15:00～17:00 第１回E分科会＋第１回水産バリューチェーン研究会

• 10/18（金） 13:00～15:00 第２回水産バリューチェーン研究会

• 10～11月 先進地視察，招聘講師検討

• 12月～ 第３～X回水産バリューチェーン研究会

• 1月下旬～ 第２回E分科会
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⽔産バリューチェーン参考事例⼀覧表

■⽔産バリューチェーン（VC）分類（出典︓⽔産庁）︓①付加価値向上　　　②新規マーケット開拓　　　③⽣産・物流⾯の課題整理　　　④AI・DXの活⽤による課題解決　　　⑤AI・DXの活⽤による付加価値向上

■気仙沼における⽔産バリューチェーン構築の目的︓①⽣産者や⿂市場への利益還元　　　②気仙沼から消費者への情報・価値提供　　　③消費者から気仙沼への情報・評価還元

＃ 事業等名称 分野 販路 主たる対象地域 取組概要 VC分類 VC構築キーワード 適性 主要関係者

1 気仙沼産メカジキの付
加価値向上 ⽔産 国内 宮城県 気仙沼市

気仙沼産⽣⾷⽤メカジキの⾼鮮度化及び⾸都圏向け販路開拓により、⽣⾷⽤メカジキの需要を
開拓（販売実績23.7倍に拡⼤）
科学的データを活⽤した鮮度保持技術の確⽴に取組む

①② 鮮度保持
新規販路開拓 ★

南気仙沼⽔産加工事業協同組
合
気仙沼漁業協同組合
気仙沼商工会議所
気仙沼メカジキブランド化
推進委員会
マルハニチロ

2 ⻘森県ベニズワイガニ連
携協議会 ⽔産 国内 ⻘森県 深浦町 ベニズワイガニの⾼鮮度化と加工⽤流通ルートの拡⼤、⽣鮮流通ルートの開拓に取組む

規格外（傷物等、低利⽤等）のベニズワイガニを⽤いた新商品の開発 ①② 品質管理⽔準向上
新規販路開拓

日本フィッシャリーサポート
あおもり海山
⿂⼒

3
四国東南区バリュー
チェーン流通改善協議
会

⽔産 国内 徳島県 ー

⽔揚・在庫情報のリアルタイム共有データベースの構築（取引拡⼤）により、幅広い事業者からの
商品アクセスが増加し、取引関係の構築を拡⼤
顧客のニーズに応じた加工製品の製造・出荷体制の構築
商品開発と販路開拓（販売実績約1.7倍に拡⼤）

⑤

情報共有システム構築
（IT技術活⽤）
マーケットイン開発
販売先の多角化

●
橘コーポレーション
ヒロ・コーポレーション
みやひろ

4
⻑崎地域かまぼこバ
リューチェーン改善協議
会

⽔産 国内 ⻑崎県 ー
未利⽤⿂・低利⽤⿂の活⽤による原料不⾜解消と安定供給体制の確⽴
顧客ニーズ・加工場の要望をフィードバックすることでマーケットインの視点に基づいた新製品の開発
多⽅⾯でのマーケット開拓（販売実績約1.2倍に拡⼤）

①③ 低未利⽤⿂活⽤
マーケットイン開発

⻑崎蒲鉾⽔産加工業協同組合
⻑崎蒲鉾

5
バスあいのり⽔産バリュー
チェーン改善促進協議
会

⽔産 国内 － ー

⾼速バス荷室を活⽤した⽔産物流通ルートの構築
IoT 端末を利⽤した貨物管理機能によるコールドチェーン構築
⼩ロット出荷や⾼鮮度商品の⻑距離輸送の実現により⾸都圏への販路拡⼤（販売実績約1.6
倍に拡⼤）

③⑤

異業種連携
IoT技術活⽤
希少性、品質等の消費者
評価

● アップクオリティ

6 ⻄日本バリューチェーン流
通改善協議会 ⽔産 国内 ⻑崎県 松浦市

温度管理システムによる管理体制の構築や選別システム導⼊などによる工程の効率化等サプライ
チェーンの改善を推進
併せて⽣協組合員との交流会により消費者の商品ニーズについて情報収集を⾏うとともに消費者
ニーズを反映できる⽣産〜加工〜販売の流れの構築に取組むことで販路拡⼤（販売実績約2.8
倍に拡⼤）

④
情報・品質管理体制整備
サプライチェーン構築
マーケット院開発

●
日本遠洋旋網漁業協同組合
⻄日本⿂市
⽣活協同組合連合会

7 活⿂流通構築推進協
議会 ⽔産 国内 ー ー

「⿂活ボックス」を⽤いた活⿂輸送システムの構築
活⿂に対する潜在的なマーケットの存在を確認するとともに、ITを活⽤した活⿂の受発注システム
を構築

①②③ 輸送システム構築
IT技術活⽤

⻑崎蒲鉾⽔産加工業協同組合
⻑崎蒲鉾
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8 JFバリューチェーン改善
検討協議会 ⽔産 国内 ー ー

プライドフィッシュや地⿂を活⽤したメニューや商品の企画・開発
マーケットイン型の商品で無駄なコスト削減や外⾷産業等のノウハウを活⽤した消費者への情報発
信、国産⽔産物の消費拡⼤と⿂⾷普及に取組む
浜と消費者を結ぶ通信販売システムの構築により漁業現場のもつ価値（コト）をあわせてトレース
可能な形で流通させる仕組みづくりを推進

①⑤

受発注システム（マッチン
グ）
マーケットイン開発
ICT技術活⽤

●
全国漁業協同組合連合会
全国⽔産加工業協同組合連合
会

9 広域連携バリューチェーン
改善協議会 ⽔産 国内 富山県 ー

近隣漁協、⽣産者との広域連携による加工原料の安定的な確保と⽣産効率化
トレーサビリティシステムの構築
3PLの構築による物流コストの削減

③ 広域連携
トレーサビリティシステム

⿂津漁業協同組合
日本海冷蔵
松栄運輸

10 隠岐の⽔産物ブランド化
推進協議会 ⽔産 国内 島根県 隠岐諸島

地域内連携による隠岐白バイ貝のブランド構築と商品開発
⽣産者による共同出荷でロット確保・安定供給の実現
CAS凍結による⾼品質な白バイ貝
多様な販売チャネルにおける販路開拓

①② 商品ブランド化
新技術活⽤（CAS）

⼀般社団法⼈離島百貨店
松栄丸

11 Ocean to Table
Council ⽔産 国内 千葉県

⿅児島県 ー
変更、削除、改ざんができないブロックチェーン技術を⽤いたトレーサビリティシステムの構築
消費者がQRコードで商品の経歴を閲覧可能な状態にし、その漁獲物の価値を⾒える化
トレーサビリティが付加された⽔産物の販路開拓

①②⑤
⽣産者への利益還元
トレーサビリティシステム
ICT技術活⽤

●
アイエックス・ナレッジ
海光物産
フーディソン

12
地下海⽔陸上養殖サー
モンバリューチェーン改善
促進協議会

⽔産 国内 静岡県 静岡市
地下海⽔陸上養殖サーモンの周年⽣産体制の構築
消費者ニーズに合った加工品の開発及び⾸都圏への活⿂出荷
他との差別化を図り、⾸都圏市場への販路を開拓

③ 陸上養殖
マーケットイン開発

日建リース工業
Aging Fish Japan
ふかくら
バンノウ⽔産

13 熊本県産あさりバリュー
チェーン改善協議会 ⽔産 国内 熊本県 ー

熊本県産あさりのトレーサビリティシステムの構築や販売協⼒店によるトレーサビリティシステムを⽤い
た県産の流通を推進
店頭におけるQRコードの掲⽰等により熊本県産アサリのブランド⼒の再⽣に取組む

④ トレーサビリティシステム
ICT技術活⽤

熊本県
⼤海⽔産

14 JFライブコマース検討協
議会 ⽔産 国内 兵庫県 姫路市

情報通信技術を活⽤した⽔産物の通信販売サービスの実現やエンターテインメント性を持ち込んだ
販売プロモーションを推進
マーケットインの視点による商品の企画・開発、消費者ニーズに対応した加工、出荷と配送作業等
の効率化、ライブコマースを活⽤した⽔産物の販売に取組む

⑤
⽣産者と消費者の直接対
話
ICT技術活⽤

●
全国漁業協同組合連合会
兵庫県漁業協同組合連合会
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
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15 新幹線⾼速物流検討
協議会 ⽔産 国内 ⿅児島県 ー

新幹線による朝獲れ⽔産物の⼤口⾼速輸送
ICTシステムにおける⽔産物の販売に向けた検討（産地と消費者をつなぐ受発注⽤アプリの開
発）
中間物流コストを軽減し、⽣産者の利益拡⼤

①③⑤

受発注システム（マッチン
グ）
マーケットイン開発
物流・中間コスト削減
⽣産者への利益還元

● 九州旅客鉄道
山実⽔産

16
銚⼦発・CFPの⾒える⽔
産加工品流通促進協
議会

⽔産 国内 千葉県 銚⼦市
千葉県銚⼦産サバ類の⽣産から消費に⾄る過程におけるCFP（⽣産から消費に⾄るCo2排出
量）を算出し、「環境負荷の低いたんぱく質」として⽔産物の新しい価値を創造
東京⼤学の⽣協との連携による効果的な販路開拓の実施

①② 環境負荷軽減
異業種連携

全銚⼦⽔産加工業協同組合
銚⼦市漁業協同組合

17 福井県⽔産バリュー
チェーン改善協議会 ⽔産 国内 福井県 ー

県産ブランド養殖⿂について活⿂⾞の導⼊により活⿂での安定供給
を図るとともに⽣産情報や在庫状況を関連付けた受発注アプリを整備しスムーズな受発注を実現
アプリの機能を⽤いて販売業者や飲⾷店からの意⾒を⽣産者にフィードバックすることで連携体制
を構築

①②⑤
商品ブランド化
受発注システム（マッチン
グ）

● 福井県漁業協同組合連合会
福井中央⿂市

18
気仙沼カツオ・ビンナガバ
リューチェーン改善促進
協議会

⽔産 国内 宮城県 気仙沼市

MSC認証を取得した⼀本釣り漁船業者に対し、認証無しよりも⾼相場で認証付きビンナガ及びカ
ツオを買い上げることで⾼付加価値化を実施
出荷できる商品形態を検討
東北地⽅の⼤⼿量販店と契約を結び、合同でMSC認証を押し出した商品の開発を実施

①②
品質管理認証
サプライチェーン改善 ★

南気仙沼⽔産加工事業協同組
合
気仙沼漁業協同組合
阿部⻑商店
阿部⻑マーメイド⾷品

19 しものせきデジタル⽔産
業推進コンソーシアム ⽔産 国内 山口県 下関市

下関漁港（卸売市場）の⽣産者、卸売業者、買受⼈、消費者、⾏政等が連携
デジタル情報を収集し、ニーズに応じてデジタル情報を活⽤することで、省⼈・省⼒化、作業効率の
向上、コスト削減、売上⾼の向上など漁港の⾼度化を推進
⽣産現場で導⼊されている既存アプリを活⽤しながら卸売市場のデジタル化を目指す。セリ⽅式は
システム上では３パターン（先取り、通常セリ、システムセリ）が可能で、卸売業者と買受⼈はセリ
に関する情報の共有を目指す

④
IT技術活⽤（システム開
発）
⽣産性向上・省⼒化

●

⽔産研究・教育機構⽔産⼤学校
山口県　／　下関市
山口県以東機船底曳網漁業協
同組合
山口県漁業協同組合
下関⽔産物卸協同組合
下関中央⿂市場

20 CASシステム活⽤の取
組み ⽔産 国内 島根県 隠岐郡

瞬間凍結技術であるCASを導⼊した⽔産加工施設を整備
従来、出荷が難しかった⾸都圏の⼤消費地へ旬の味と鮮度を保ったまま出荷することで販路開拓
と付加価値向上を実現

①② 新技術活⽤（CAS）

21
ICT/IoTを活⽤した漁
業支援（KDDI版ス
マート⽔産業）

⽔産 国内
宮城県
福井県
⻑崎県

東松島市
⼩浜市
五島市

東松島市︓データ活⽤による漁獲⾼の事前予測
⼩浜市︓IoTによる給餌量最適化で餌代を抑⽌
五島市︓⾚潮の早期検知で被害を未然に防⽌

③④ ICT・IoT技術活⽤
⽣産性向上 KDDI
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22 流通プラットフォーム「⽻
田市場」 ⽔産 国内 － －

従来の卸売市場を介さず、⽣産者と消費者を直接結びつける新たな市場機能を提供
デパート、スーパー、すし、海鮮居酒屋などの法⼈の客様と⼀般のお客様を対象としたサプライ
チェーンを構築
トレーサビリティを実現するために、ケース単位で、産地、漁師の氏名、⽔揚げ日時、種類、漁法な
どを管理

①②⑤

トレーサビリティシステム
受発注システム（マッチン
グ）
物流・中間コスト削減
⽣産者への利益還元

● ⽻田市場

23 スマート養殖管理システ
ム「Fishtech養殖管理」 ⽔産 国内 北海道 神恵内村

ウニ・ナマコの陸上養殖に『Fishtech養殖管理』を活⽤
システムにより管理された陸上養殖により、季節を問わず安定出荷が可能
国際的なトレーサビリティ規格(TraceFish 標準)をベースとした機能をシステムに実装する事によ
り、育成した⽣体の⾼精度トレーサビリティ管理を実現

①③④

陸上養殖
ICT技術活⽤
トレーサビリティシステム
⽣産性向上

富士通

24 ⼀般社団法⼈Chefs
for the Blue ⽔産 国内 － －

⽔産ベンチャーであるベンナーズと有名料理店のシェフがタッグを組み、低利⽤⿂のミールパックを開
発やアイゴやテングハギ、クロダイを使⽤したスープを製品化
漁業者への利益還元に向けた適切な価格設定、「美味しい⿂」であることを積極的に情報発信に
取組む

①② 異業種連携
⽣産者利益の拡⼤

⼀般社団法⼈Chefs for the
Blue
ベンナーズ

25 AIスマート給餌機による
ハマチ養殖 ⽔産 国内 － －

AI・IoT技術を活⽤したスマート給餌機「UMITRON CELL（ウミトロンセル）」を活⽤したハマチ
のスマート養殖に日本で初めて成功
AIやIoT技術の導⼊による更なる効率化・省⼒化を進めることで、消費者に安定した⿂の供給量
確保、リーズナブルで⾼品質な商品提供を目指す

④

AI・IoT技術活⽤
異業種連携
サプライチェーン構築
⽣産性向上・省⼒化

● ウミトロン
KURA おさかなファーム

26
⿂市場での買い付けや
配送業務を支援する「セ
リ原票アプリ」

⽔産 国内 東京都
新潟県

豊洲市場
新潟市場

⼿作業で⾏っている業務をシステム化することで現場の業務効率化と業務品質向上を推進
作業時間の短縮や発注ミス、配送ミスの減少による業務の質の向上、データ蓄積による知⾒の平
準化、ペーパーレス化を実現

④ ⽣産性向上 角上⿂類ホールディングス
モンスターラボ

27
売り時をコントロールし、
逆境を跳ね返すシャー
ベットアイス

⽔産 国内 沖縄県 国頭村
シャーベットアイス⽣成機のSIS-HFを導⼊することにより、⽔産物の鮮度保持期間を⻑期化
⿂価が下がりすぎないように価格を調整しながら出荷量を調整
量販店からの評価に変化があり取引が増加

①③④ 品質管理⽔準向上
出荷調整 国頭漁協

28 日本⽔産物輸出拡⼤
連携協議会 ⽔産 輸出 ー ー ⽶国の⼤⼿スーパー等の調達基準を満たした養殖ハマチの⽣産及び販路開拓

⽣産履歴を開⽰するシステムの開発・導⼊による⽣産の効率化 ②④ トレーサビリティシステム Sea Tech Trading
⿂⼒
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29 ベトナム輸出販路拡⼤
推進協議会 ⽔産 輸出 ベトナム ー

出荷体制整備
商品製造・商品開発
国産⽔産物の販路開拓（販売実績約6.7倍に拡⼤）

② サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）

ふぃっしゅいんてりあ
灘⽔

30
⽔産物流通バリュー
チェーン輸出拡⼤連携
協議会

⽔産 輸出 千葉県 銚⼦市

荷物を積み込んだ状態の冷凍コンテナを電源供給しつつ⼀時的に保管・移動させるための拠点と
なる「コンテナトランスファーステーション」を整備
冷凍コンテナの積載率を向上、集約化による効率的なアフリカ向けの輸出
国内主流の15㎏段ボールからベトナム向け10kg段ボール箱製品の製造・出荷体制の構築譲情
報共有システムの構築

③
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
ICT技術活⽤

全国⽔産加工業協同組合連合
会
全銚⼦⽔産加工業協同組合
⼤國屋
三協

31 宮城県産ほや海外販路
開拓促進協議会 ⽔産 輸出 宮城県 ー

輸出先国・地域のニーズ(品質、商品規格、サイズ)に対応した⽣産体制の整備
遠隔地輸出を前提とした加工･凍結工程の機械化、ホヤ輸出工程の整備
加工・流通体制を構築
⽶国のコリアンタウンにおける日本産ホヤのマーケティングおよび販路開拓

①
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
マーケットイン開発

南気仙沼⽔産加工事業協同組
合

32 日本の冷凍⽔産物輸出
協議会 ⽔産 輸出 ⻑崎県 ー

雪状塩⽔氷製氷装置の導⼊により⾼鮮度なトラフグの出荷・流通できる環境の構築
シンガポール、マレーシアへの⾼次加工品の開発・製造
販売促進のためのプロモーション活動による海外販路開拓
バリューチェーンの構築

②
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

関門海

33 いわし等輸出連携推進
コンソーシアム ⽔産 輸出 ⻘森県 ⼋⼾市

ベトナムタイへの⾼鮮度出荷体制構築（鮮度・温度変化などの可視化）
⿂のサイズ選別機導⼊によるニーズに合った⾼付加価値化
鮮度調査結果の多⾔語公開による⾼鮮度化商品の販路開拓戦略

①
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

⼀般社団法⼈いわし普及協会
マルヌシ
⼋⼾⿂市場

34 TUNA SCOPE マグロバ
リューチェーングループ ⽔産 輸出 神奈川県 三浦市

冷凍マグロの目利きをAI化するシステム「TUNA SCOPE」の開発
目利きAIを活⽤した検品フローの導⼊
海外都市圏におけるAIマグロのマーケティングによる販路拡⼤（販売実績約1.8倍に拡⼤）

④

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
AI技術活⽤ 三崎恵⽔産

35 全国漁業協同組合連
合会ほか２者共同提案 ⽔産 輸出 三重県 ー

シンガポールへの三重県産カキ輸出体制整備
産地で注文数に合わせた⼩分け包装を実施(マーケットイン対応)
ICT機器を導⼊し、検査結果及び衛⽣証明書を関係者間で共有

②

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
マーケットイン開発
ICT技術活⽤

全国漁業協同組合連合会
佐藤養殖場
丸善⽔産
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36 クール北海道ほか６者
共同提案 ⽔産 輸出 北海道 ー

⾼付加価値な加工品輸出に向けて⽣産者と加工業者が連携
航空便から冷凍コンテナをチャーターし、共同出荷による船便に切り替え輸送コスト削減
タイ・中国マーケット向けの⾼次加工製品を開発

③ サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）

クール北海道
曲〆⾼橋⽔産ほか
丸中しれとこ⾷品
田中⽔産

37 日本⽔産輸出拡⼤連
携協議会 ⽔産 輸出 ⿅児島県

⻘森県 ー

マーケットが求める品質管理の基準（サスティナビリティ基準）をクリアするため、AIP（養殖改善
計画︓薬剤の軽減や給餌計画の変更等）を策定
⾼鮮度凍結機を導⼊し、品質向上
航空便から船便に輸出⽅法をシフトし、輸送コスト削減
現地マーケティングの強化

④
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

Sea Tech Trading
⿂⼒
中央⿂類

38
富山湾⽔産物輸出バ
リューチェーン構築改善
協議会

⽔産 輸出 富山県 ー
オンラインシステム構築による流通効率化
現地試⾷会やPRイベントを⾏い、インドへの販路開拓・輸出
輸出に係る作業のIT化による簡略化と電⼦通関対応

④
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
ICT技術活⽤

ジェイズコーポレーション
⿂河岸

39 萩⽔産物輸出協議会 ⽔産 輸出 山口県 萩市

萩地域での初の輸出取組
３Ｄフリーザ（冷凍技術）や氷温熟成機を導⼊した⾼付加価値加工体制の構築
問い合わせなど、ＡＩチャットボットシステムの導⼊等による事務⼿続きの簡略化
輸出に向けた新商品の企画・開発とアジア圏における販路開拓

④

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上
⽣産性向上

ＪＴＢ総合研究所
広松
日本郵便萩越ケ浜郵便局

40 活⿂流通拡⼤連携協
議会 ⽔産 輸出 九州 ー

韓国の輸出基準を満たした商品開発(エトキシンフリーの飼料を⽤いた⽣産)
夏季の活ブリであっても、給餌を管理した寄⽣⾍がつく可能性が低い養殖⿂であることなどを価値と
して訴求

②
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

マルハニチロ
イヨスイ

41 ⽔産養殖輸出連携協
議会 ⽔産 輸出 ⻄日本地域 ー

⻄日本中⼼に複数産地が連携した輸出体制の構築
多様な⿂種を年間を通して輸出できる体制を構築
国内各産地で超低温コンテナに集荷し、輸出
航空便から船便に輸送⽅法を返納することで輸送コストを削減

③
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

三崎恵⽔産
山口県漁業協同組合はぎ統括支
所

42 はさき⽔産物輸出拡⼤
連携推進協議会 ⽔産 輸出 茨城県 ー

EU向け輸出⽔産⾷品取扱認定施設に登録
トレーサビリティ情報の⼊⼒などにバーコードリーダー/プリンターを導⼊し、ヒューマンエラーを低減、作
業の効率化
輸出先が求める規格重量などの品質基準に対応した製造体制の構築
加工事業者中⼼に販路開拓

②
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
トレーサビリティシステム

トウスイ
東都⽔産
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43
東南アジア向け⾼鮮度
輸出促進産地連携協
議会

⽔産 輸出 熊本県
富山県 ー

東南アジアへの鮮⿂輸出の販路拡⼤
トレーサビリティが担保できるオンライン取引システム構築
コールドチェーン構築

④

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
ICT技術活⽤
品質管理⽔準向上

エム・ソフト
オーシャンプロテック
ニシウオマーケティング
⿂河岸
ジェイズコーポレーション

44 サスティナブルフィッシュ輸
出拡⼤連携協議会 ⽔産 輸出 愛媛県 ー

⽔産物ブランドの向上・販路拡⼤
販売国基準を満たす⽣産体制等の構築（トレーサビリティ対応、AI技術を⽤いた養殖システム、
AIP・FIPの仕組み構築）

⑤

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
トレーサビリティシステム
AI技術活⽤

Food Tech Trading
⿂⼒

45 いわし等輸出連携推進
開発コンソーシアム ⽔産 輸出 ⻘森県 ⼋⼾市

冷凍イワシ等のタイ・ベトナムでの現地消費を目標とした輸出
付加価値を⾼めるための鮮度保持、選別体制を地域⼀体で取り組み
鮮度など商品価値の⾒える化で、顧客に訴求する取り組みを実施

①
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

⼀般社団法⼈いわし普及協会

46 対ブラジル等いわし輸出
拡⼤連携推進協議会 ⽔産 輸出 銚⼦市 ー

ブラジル及び南アフリカにむけたイワシ類の販路開拓
⾼鮮度･⾼品質なマイワシの確保向けた調査･検討
シートパレット⽤フォークリフトの導⼊による輸送に係るコスト削減
脱パンライン導⼊による省⼈化

②

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上
⽣産性向上・省⼒化

⼤⼀奈村⿂問屋
銚⼦市漁業協同組合
エマック
⼀般社団法⼈いわし普及協会
⼀般社団法⼈海洋⽔産システム
協会

47 対⾹港鮮⿂流通拡⼤
連携協議会 ⽔産 輸出

⿅児島県
愛媛県
⼤分県

ー
⾹港内における日本産養殖⿂のネット販売
⾹港内における日本産鮮⿂のネット通販スキームの構築
⾹港現地での日本産養殖漁のプロモーション活動

②
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
ICT技術活⽤

マルハニチロ
ヨンキュウ
ショクシン

48 ひろしまOysters &
Fishery ⽔産 輸出 広島県 ー

カキを中⼼とした瀬⼾内海産⽔産物の輸出拡⼤
マーケットニーズに合った広島県産⽔産物の⽣産体制構築
⾼鮮度製品の輸送ルートの確⽴、広島空港内にパッキング施設を整備
輸出先現地における販路開拓と市場調査

③
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

広島⿂市場
⾳⼾海産
フルスイ
マルコ⽔産
ファームスズキ
広島県

49 海ぶどう輸出推進協議
会 ⽔産 輸出 沖縄県 ー

海ぶどうの安定供給体制の構築と栄養成分分析
⻑期間保存可能な海ぶどう製品や⾼次加工製品の開発
フランスおよび東南アジア向け販路開拓

①
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

日本バイオテック
⾦秀バイオ
サウスコースト
ヤマト運輸



⽔産バリューチェーン参考事例⼀覧表

■⽔産バリューチェーン（VC）分類（出典︓⽔産庁）︓①付加価値向上　　　②新規マーケット開拓　　　③⽣産・物流⾯の課題整理　　　④AI・DXの活⽤による課題解決　　　⑤AI・DXの活⽤による付加価値向上

■気仙沼における⽔産バリューチェーン構築の目的︓①⽣産者や⿂市場への利益還元　　　②気仙沼から消費者への情報・価値提供　　　③消費者から気仙沼への情報・評価還元

＃ 事業等名称 分野 販路 主たる対象地域 取組概要 VC分類 VC構築キーワード 適性 主要関係者

50 三重漁連輸出拡⼤連
携協議会 ⽔産 輸出 三重県 ー

三重県産養殖養殖⿂の輸出拡⼤に向けた取組
製販連携による養殖⿂の安定的な供給体制の構築
深絞り真空包装機等、加工機器の導⼊による輸出向け製品の開発・製造
東南アジアを中⼼とする輸出販路開拓

①

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

三重県漁業協同組合連合会
ニシウオマーケティング

51 フードテック流通推進協
議会 ⽔産 輸出 ー ー

⽣販連携によるコスト削減、効率的な商品開発と販路開拓を実現
⾼鮮度冷凍製品の開発・製造、超低温冷凍庫(マイナス６０℃)を⽤いた製品保管、⽣産者の
所得向上
マレーシアを中⼼とした東南アジア向け販路開拓

①

サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上
⽣産者への利益還元

⻄松
丸哲

52 ⽔産物中東輸出拡⼤
連携協議会 ⽔産 輸出 ー ー AIと連動したロボットアームの導⼊による冷凍マグロ加工工程の省⼈化

アラブ⾸⻑国連邦・カタール等を中⼼とした中東向け販路開拓 ⑤
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
⽣産性向上・省⼒化

三崎恵⽔産
広松

53 ⽔産物バリューチェーン改
善協議会 ⽔産 輸出 ー ー

⾼品質な日本産冷凍マグロの販路開拓
EU域内における冷凍マグロのマーケット調査、商品形態の検討、輸出に関する事務⼿続き
マイナス18℃で保存可能な冷凍マグロの加工・包装技術の開発

②③
サプライチェーン構築（輸
出拡⼤）
品質管理⽔準向上

東洋冷蔵
三菱商事
フード・ケアリ

54 アグリテック×ブランディン
グ「ミガキイチゴ」 農業 国内 宮城県 山元町

最先端の作物栽培が体感できるKUBOTA AGRI FRONT内の「TECH LAB」でICTを導⼊した
イチゴを栽培
複数の特定の品種を選んで育て、糖度や⾹り、サイズなどがある⼀定の基準を満たしたものだけを
「ミガキイチゴ」と呼び、統⼀ブランド商品として出荷

①⑤

IT技術活⽤・技術継承
⽣産性向上・省⼒化
商品ブランド化（価値基
準の設定）

● Kubota

55
流通業務の効率化や可
視化を⾏うツール
「nimaru」

農業 国内 ー ー 出荷者との集荷・販売連絡、送り状・販売原票の作成、資材の受発注など流通現場の様々な業
務をスマホで⼿軽に⾏える新しいサービスを提供 ④ ⽣産性向上・省⼒化 kikitori

56
農家と顧客をデジタルで
つなぐ新しい流通「やさい
バス」

農業 国内 静岡県 ー

デジタルを活⽤し地域で野菜を効率的に流通させる仕組みを構築
購⼊者から注文を受けた農家が、JA施設や⻘果店などの最寄りの「バス停」に野菜を持ち込み、
購⼊者（飲⾷関係者等）が地域の「バス停」に取りに来る
⼿数料は15％であるが、営業や買取等もやさいバスが対応する点が⽣産者から評価されている

③④⑤

受発注システム（マッチン
グ）
マーケットイン開発
物流・中間コスト削減
⽣産者への利益還元

● やさいバス



⽔産バリューチェーン参考事例⼀覧表

■⽔産バリューチェーン（VC）分類（出典︓⽔産庁）︓①付加価値向上　　　②新規マーケット開拓　　　③⽣産・物流⾯の課題整理　　　④AI・DXの活⽤による課題解決　　　⑤AI・DXの活⽤による付加価値向上

■気仙沼における⽔産バリューチェーン構築の目的︓①⽣産者や⿂市場への利益還元　　　②気仙沼から消費者への情報・価値提供　　　③消費者から気仙沼への情報・評価還元

＃ 事業等名称 分野 販路 主たる対象地域 取組概要 VC分類 VC構築キーワード 適性 主要関係者

57
⽶のオンライン契約栽培
仲介サービス『アグリノー
ト⽶市場』

農業 国内 新潟県 新潟市
オンライン上で様々な企業から提⽰された⽶の買い付けニーズを簡単に把握でき、そのままオンライ
ン上で事前契約（播種前〜収穫前の契約）を締結可能
⼤⼿⽶卸業者神明と繋がり、『⼤粒ダイヤ』という多収性品種の出荷契約をオンラインで締結

②③④

受発注システム（マッチン
グ）
マーケットイン開発
⽣産性向上・省⼒化

● ウォーターセル

58

売上拡⼤と事業効率化
を支援する農業経営管
理システム「スター農家ク
ラウド」

農業 国内 － －

収穫実績、農薬・肥料散布実績、受注管理、納品管理、請求管理、顧客管理等農業経営に
関する様々なデータを集約したシステムを構築
経営情報を⼀元管理することで「売上拡⼤」につながる経営判断をサポートするとともに業務効率
化を実現

④ IT技術活⽤
⽣産性向上・省⼒化 クロスエイジ

59 KUBOTA AGRI
FRONT CAFE

農業
畜産 国内 北海道 北広島市 「北海道ボールパークFビレッジ」の敷地内に農業学習施設「KUBOTA AGRI FRONT」を開設

「“⾷と農業”の未来を志向する仲間づくりの場」をコンセプトとした取組みを展開 ①
新規ビジネス
⽣産者と消費者の直接対
話

Kubota

60

⾷肉の⽣産から⼩売ま
でを⼀貫して提供する⾷
のSPA（⽣産⼩売）プ
ロジェクト

農業
畜産 国内 北海道 厚真町

牧草和牛の⼀貫⽣産、精肉店、レストラン、卸売業などをワンストップで経営する畜産ベンチャー
世界初の「和牛メゾン」（滞在・宿泊型の「⽣産＆商談機能」を持った複合施設）の開設を目指
す

①②
新規ビジネス
⽣産者と消費者の直接対
話

GOOD GOOD

61
官⺠協⼒による農産物
流通システム改善プロ
ジェクト

農業 海外 インドネシア ー
流通ルート、サプライチェーンの改善により流通コストの負担軽減
農家と卸売業者がパートナーシップ契約を締結し⼀定品質をクリアした商品の買取を保証。仲買
業者を介さない流通により費⽤を圧縮

③ サプライチェーン構築
物流・中間コスト削減 JICA

62
特産品を活⽤した⼀村
⼀品（OVOP）展開プ
ロジェクトト

農業 海外 キルギス ー

⽣産者が市場ニーズを把握し、地域の特産品を活⽤した付加価値の⾼い商品開発・販売に取組
む
ビジネスマッチングやプロモーション等も組合せて、消費者の選択肢を増やし、売上を延ばすことでよ
り多くの⽣産者が利益を得られる仕組みを構築

①②
サプライチェーン構築
マーケットイン開発 JICA

OVOP+1（現地公益法⼈）

63 SHEP&CARD 農業 海外 セネガル ー
「売るための農業」に転換するために栽培と営農のスキル向上、所得向上を目指す取組み。農家
⾃⾝の市場調査により販売価格や売れ⾏きを把握し栽培に活かす
バリューチェーンを⾒据えた取組みにより収益性の向上を実現

①②③
サプライチェーン構築
マーケットイン開発
⽣産者への利益還元

● JICA

64

川上から川下までのバ
リューチェーンの構築に取
り組む製材所（グループ
内体制強化）

林業 国内 新潟県 阿賀野市

非住宅分野の需要拡⼤に向けて、施設・設備投資やJAS認証の取得等、体制強化・付加価値
向上に取組む
川上から川下までの地元産の優良材の知名度向上を実現するバリューチェーンを構築し、新潟県
産材の利⽤促進と地域の林業・⽊材産業の活性化を目指す

①②
サプライチェーン構築
商品ブランド化
グループ体制強化

坂詰製材所



⽔産バリューチェーン参考事例⼀覧表
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＃ 事業等名称 分野 販路 主たる対象地域 取組概要 VC分類 VC構築キーワード 適性 主要関係者

65

サプライチェーンから“バ
リューチェーン”へ　広葉
樹を通して森と⼈をつな
ぐ飛騨市の取り組み

林業 国内 岐阜県 飛騨市

飛騨市、林業者、⽊工業者、建築業者等による「飛騨市広葉樹活⽤推進コンソーシアム」を創
設
広葉樹活⽤コンシェルジュがニーズのマッチングを支援し、広葉樹の新たな価値を創出するバリュー
チェーンの構築を推進

①③
サプライチェーン構築
商品ブランド化
マッチング

飛騨の森でクマは踊る
飛騨市広葉樹活⽤推進コンソーシ
アム

66
新しい⽊材流通システム
の構築（⽊材情報のク
ラウド共有）

林業 国内 埼玉県 秩父市
川下の建築工務店が川上の山林所有者を加えた新しい⽊材流通システムを構築し、ICT技術も
活⽤した取組みを展開
トレーサビリティシステムの構築により、川上（山林）に価値を還元する事業の全国展開を目指す

①⑤

サプライチェーン構築
ICT技術活⽤
トレーサビリティシステム
川上への利益還元

● 森林パートナーズ

67 ⽊材バリューチェーンの構
築（グループ化） 林業 国内 徳島県 三好市 徳島県三好市を中⼼に、川上（森林整備・素材⽣産）〜川中（⽊材加工）〜川下（⽊材

需要創出・⼾建住宅販売）等を結ぶバリューチェーンをグループで構築 ① サプライチェーン構築
グループ体制強化 SOLABLE フォレスト

68 地域産品を活⽤した新
たなバリューチェーン構築 菓⼦ 国内 秋田県 秋田市

集荷から販売まで⼀貫したバリューチェーン構築を目指すJA 全農あきたとゆう幸との連携による新
商品の開発
農林中央⾦庫が連携をコーディネート

②③ サプライチェーン構築
マッチング

農林中央⾦庫
ゆう幸

69 国産材バリューチェーンの
構築（マッチング） 林業 国内 ー ー

地元製材工場と⾸都圏の需要者が有機的に繋がる仕組みづくりにより、国産材のバリューチェーン
を構築
市内製材工場と他県ハウスメーカーのマッチングや企業分収造林プロジェクトにより持続可能な提
供体制を構築

②③ サプライチェーン構築
マッチング 物林

70

農林漁業者が個⼈の顧
客に直接商品を販売す
るためのオンライン直売所
「⾷べチョク」

⾷品
全般 国内 ー ー

⽣産者が⽣鮮品等を消費者に直接販売している日本最⼤のオンライン直売所。⾃治体との連携
多数
「⽣産者のこだわりが正当に評価される世界へ」をコンセプトに事業を展開
⻘果物については従来⽐２倍以上の粗利確保を実現

①③④

受発注システム（マッチン
グ）
マーケットイン開発
物流・中間コスト削減
⽣産者への利益還元

● ビビッドガーデン

71

適性凡例︓
●…気仙沼における⽔産バリューチェーン構築の目的との関係性、他分野における優良事例等であり、研究会において特に取り上げる価値があると考えられる事例
★…気仙沼における取組み。研究会関係者も参加しており、取組みによる効果や課題等を確認することで、今後のバリューチェーン構築に活⽤することが考えられる事例



【取組内容】
• ⽣産〜販売段階の全体で⽔揚げや原料在庫等に関する情報を共有できるように産地側で情報

共有システムの構築し、外部にも公開した。
• 出荷先のニーズに合わせた⽔産加⼯品（フィーレ、味付け、油調理済みなど）の加⼯・出荷

体制、トレーサビリティの確保した。
• 介護業界、ホテル、飲食業界、一般家庭向けの商品開発を進めた。
• 百貨店のインターネット販売やスーパーマーケットへの販路開拓を進めた。

（事例１）四国東南区バリューチェーン流通改善協議会（徳島県）

2024/10/3 1

（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」

 ⽔揚・在庫情報のリアルタイム共有データベースの構築により、幅広い事業者からの商品アクセスが増加し、取引関係の構築を拡大
 顧客のニーズに応じた加⼯製品の製造・出荷体制の構築
 商品開発と販路開拓（販売実績約1.7倍に拡大）

【検討経緯・目的】
• 徳島県では多品種少量の⿂介類が獲れ、付加価値をつけて売る必要があった。
• 漁獲情報や原料在庫情報などを共有できる電⼦システムを構築し、多品種少量の⽔産物を円

滑に取引できる流通構造を実現することを目指した。
• 多種多様な漁獲物を出荷できるようマーケットインの考え方に基づいて、⿂種ごとに有望な

市場を調査し、商品開発や販路開拓に取り組むことを目指した。

【取組みによる効果】
• 受発注の効率化が実現し、多種多様な⿂介類の取引が拡大した。
• 出荷先となる各種業界に合わせた商品⽣産・出荷⼯程を整えることによって、多品種少量の

⿂介類の高付加価値化が実現した。
• 多品種少量という特性を強みに変えた商品を開発・販売していくことで、安定した販売網を

開拓し、安定した販売額の拡大を実現した（令和４年販売額︓1,500千円）。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• サプライチェーン全体における情報共有システムの構築
• 取引先からのニーズを把握し、ニーズに適う商品の開発
• 商品販売先の多角化による安定的な販売網の構築と販売額の拡大 構成員の知見をもとに製造された簡易

調理品の加工品
コロナ禍で一般家庭用として開発した
冷凍食品の商品

公開されているデータベースの WEB ページ事業全体像



【取組内容】
• 独⾃に高速バスの荷室に⼩ロットの⽔産物を積んで運ぶ「バスあいのり便」物流システムを

開発・運用した。
• ⽔産物の温度を一定に保つため、専用の保冷ボックスと保冷剤を開発した。
• 温度・湿度や位置情報をリアルタイムで伝達する IoT 端末を開発した。
• 首都圏を中心に販促イベントの開催や名産品の掘り起こし、⽣産者と消費者の共同での商品

開発などの取り組みを展開した。

（事例２）バスあいのり⽔産バリューチェーン改善促進協議会

2024/10/3 2

（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」

 高速バス荷室を活用した⽔産物流通ルートの構築
 IoT 端末を利用した貨物管理機能によるコールドチェーン構築
 ⼩ロット出荷や高鮮度商品の⻑距離輸送の実現により首都圏への販路拡大（販売実績約1.6倍に拡大）

【取組みによる効果】
• ⼩ロット出荷の実現と協⼒産地・路線の拡大を実現した（令和４年度実績︓7,500千円）。
• 地方の⽣産者やバス会社などに新たな収入源を確保した。
• 希少性と品質の高さが評価されるようになり、高い商品価値を持った食材として認識された。
• 首都圏に限らず、地方間での⽔産物取引の流れが⽣まれた。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 異業種連携による物流課題の解決と安定的な物流体制の構築、双方にメリットがあるビジネ

スモデルの構築
• IoT技術を活用した品質管理と付加価値向上
• 出荷体制の構築と付加価値向上による希少性、品質等の消費者評価の向上

【検討経緯・目的】
• ⼩規模⽣産者でも⽔産物を出荷できる物流体制の構築が課題であった。
• 全国各地を結ぶ高速バスの空き荷室を有効活用することで近年の燃油価格の高騰やトラック

ドライバー不⾜の問題を解消し、⽣産者の所得向上を実現を目指した。
• ⼩ロットの⽔産物でも遠隔地へ出荷できる物流体制の構築を目指した。

IoT端末を搭載した保冷ボックスで
佐渡市から出荷されたスルメイカ

福島県会津若松市～新潟県佐渡市
間で運行しているバスあいのり便

アップクオリティが経営するレストランと
提供される高知県産のカツオ・シラス

事業全体像



【取組内容】
• ⿂艙内の温度推移や、漁獲物の温度・鮮度を測定及び分析し、温度管理システムを構築し漁

獲物の品質管理を強化（ICTの活用等含む）をじつげんした。
• 新たに選別⼯程にベルトコンベアを導入した。
• 将来的な労働⼒の減少を⾒越した選別荷役処理システムの構築と実用化した。
• AIを用いた画像解析技術の導入による⾃動⿂種別の実現を視野に入れ検討を進めた。
• 消費者のニーズに沿った商品開発、販売戦略を推進した。

（事例３）⻄⽇本地区バリューチェーン流通改善協議会（⻑崎県）

2024/10/3 3

（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」

 温度管理システムによる管理体制の構築や選別システム導入などによる⼯程の効率化等サプライチェーンの改善を推進
 併せて⽣協組合員との交流会により消費者の商品ニーズについて情報収集を⾏うとともに消費者ニーズを反映できる⽣産〜加⼯〜販売の流

れの構築に取組むことで販路拡大（販売実績約2.8倍に拡大）

【取組みによる効果】
• 遠旋漁協に所属する漁業者の間で漁獲物の鮮度管理に対する意識の向上と統一化を実現した。
• 主要取引先であるコープ九州との連携により、製品の売上⾦額は年々増加している（令和４

年実績︓161,739千円）
• ベルトコンベアの導入により選別作業速度の高速化を実現した。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 情報管理・品質管理体制整備や設備投資、システム導入等による省⼒化等将来を⾒据えたサ

プライチェーン全体の改善・効率化
• 主要取引先との連携による消費者や商品ニーズの性格な把握
• ⽣産者側が有する鮮度管理等の付加価値の流通関係者・消費者等への情報提供

【検討経緯・目的】
• 品質管理技術が船団によって異なり、産地卸売市場に⽔揚げする⿂の鮮度に大きな差が存在

していた。
• 漁獲から販売に⾄るまで一貫した⿂の品質管理体制の構築が必要であった。
• 産地卸売市場での選別に係る省⼒化・省⼈化による機能の維持が課題であった。

冷凍のまま調理できるアジフライと
解凍するだけで食べられる海鮮醤油漬け

事業全体像



（事例４）JFバリューチェーン改善検討協議会
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（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」、全国漁業協同組合連合会

 マーケットイン型の商品で無駄なコスト削減や外食産業等のノウハウを活用した消費者への情報発信、国産⽔産物の消費拡大と⿂食普及、
プライドフィッシュや地⿂を活用したメニューや商品の企画・開発に取組む

 浜（産地）と消費者を結ぶ通信販売システムの構築により漁業現場のもつ価値（コト）を商品と合わせて流通させる仕組みづくりを推進

【取組内容】
• 通信販売事業のシステムを構築し、産直販売による消費者とのダイレクト マーケティングを

実施するとともに、通信販売事業の効率的な運営と省⼈化を図った。
• 通信販売事業によって得られた顧客データの蓄積と分析を基に、マーケットインの視点によ

る商品企画・開発と改良に向けて漁連・漁協・産地へフィードバックを⾏った。
• 通信販売事業とは別に消費地に実店舗を展開し、実店舗で品質を確認した後にECサイトで注

文・購入ができる体制を構築した（リアル・オンラインの併用）。
• プライドフィッシュや地⿂を活用したメニューや商品の企画・開発について外食産業等と連

携し、試験販売・提供を⾏い、消費者と需要者のニーズとトレンドを把握した。

【取組みによる効果】
• 通信販売システムを構築することにより、消費者と直接的なマーケティングを実施すること

が可能となり、漁業現場の持つ価値をダイレクトに消費者に伝えつつ、ニーズやトレンドを
把握することが可能となった。

• 外食産業等と連携することで、川下のノウハウも活用しながら、⽣産者の顔が⾒える商品を
販売することが可能となった。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチング）の構築による消費者ニーズの把握

とニーズに即した商品販売の展開
• ICTを活用した消費者への商品魅⼒や産地情報の直接的な情報・価値提供等のコミュニケー

ションスタイルの確⽴

【検討経緯・目的】
• 漁業現場の情報が消費者に伝わりづらく付加価値の向上が困難であることに加え、近年、消

費者の購買⾏動が変動しており、消費者のニーズに合わせた商品販売が求められていた。

事業全体像

プライドフィッシュプロジェクト



【取組内容】
• 既存の漁労IOT（ISANA）より漁場、漁獲時間等の漁獲データを抽出し、トレーサビリティ

システムへ連携することでの漁獲物の価値を⾒える化した。
• 凍結時間を短縮し、作業効率の向上を図るため、液体凍結機を導入した。
• 漁獲から販売にいたる商品の情報をQRコードに集約し、QRコードを商品に貼り付けて販売

(江⼾前フィッシュパスポートの構築)
• トレーサビリティシステムを活用した商品の試験販売を実施した。本件では、フーディソン

が⾃社店舗による商品の販売、PRに協⼒している。

（事例５）Ocean to Table Council （千葉県/⿅児島県）
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（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」

 変更、削除、改ざんができないブロックチェーン技術を用いたトレーサビリティシステムの構築
 消費者がQRコードで商品の経歴を閲覧可能な状態にし、その漁獲物の価値を⾒える化
 トレーサビリティが付加された⽔産物の販路開拓

【取組みによる効果】
• ブロックチェーン技術を活用したトレーサビリティシステムを確⽴した。
• 価値の⾒える化と凍結加⼯に係る作業効率化を推進した。
• 店舗における試験販売を通した消費者へのPRを推進した。
• トレーサビリティ情報を付加価値として付加することにより、スズキは⿂価が10％、ツキヒ

ガイは30円／枚が250〜350円／枚と⿂価が向上した。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 産地側の付加価値情報を商品に付加することにより販売価格が向上し、⽣産者への利益還元

を実現
• 漁業者や販売業者が「⿂価の向上」や「顧客への商品販売・提案におけるトレーサビリティ

情報の付加価値としての可能性」を実感

【検討経緯・目的】
• ブロックチェーン技術と食のトレーサビリティは親和性が高いと考え、具体的なサービス内

容の検討することとした。
• 東京湾で漁獲される⿂介類等の来歴を消費者に伝えることによる高付加価値化を目指す。

情報を詰め込んだQRコードとそれが貼られている商品

事業全体像 QRコード付吹上浜産ツキヒガイ



【取組内容】
• NTT Comの低遅延ライブ配信プラットフォーム「Smart vLive」を活用したライブコマース

による⽔産物の実証販売（全３回）を実施した。
• ⿂介類の旬や消費者からのフィードバック（初回実施以降）を踏まえ、ライブコマースで実

証販売する販売対象の⿂を選定し、消費者ニーズに合った加⼯を実施した。
• デジタル技術の活用により、ターゲット市場やサービス内容等、ライブコマースのビジネス

モデル等を検討した。

（事例６）JFライブコマース検討協議会（兵庫県）

2024/10/3 6

（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」、 NTTコミュニケーションズ株式会社プレス発表資料（令和５年１⽉６⽇）

 情報通信技術を活用した⽔産物の通信販売サービスの実現やエンターテインメント性を持ち込んだ販売プロモーションを推進
 マーケットインの視点による商品の企画・開発、消費者ニーズに対応した加⼯、出荷と配送作業等の効率化、ライブコマースを活用した⽔

産物の販売に取組む

【取組みによる効果】
• ⽔揚げされた新鮮な⽔産物の魅⼒を消費者参加型のライブ配信で紹介し、配信後には紹介し

た海産物をECサイトで販売する方法を確⽴した。
• 消費者は、産地⿂市場で買い物をするように商品の説明を聞き、チャット機能により⽣産者

と対話をしながら買い物でき、⽣産者は販売を通じて消費者のニーズを取り込むとともに、
能動的な情報発信を⾏うことが可能となった。

• １度ライブコマース配信を⾒た消費者が、複数回、商品を購入するケースも⾒受けられた。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• ⽣産者と消費者の直接対話による商品PRと消費喚起、提案・販売
• ICTを活用した消費者への商品魅⼒や産地情報の直接的な情報・価値提供等のコミュニケー

ションスタイルの確⽴

【検討経緯・目的】
• 消費者の食の志向が変化し、国⺠一⼈一年当たりの⿂介類の消費量は著しく減少しており、

⿂介類の消費増大のためには、ニーズへの対応が不可⽋との認識があった。
• 情報通信技術を活用した⽔産物の通信販売サービスの実現を目指す必要があった。
• エンターテインメント性を持ち込んだ販売プロモーションの推進を目指す。

ライブコマース配信及び全体像イメージ



【取組内容】
• 新幹線を用いた輸送によって、朝獲れの高鮮度な⽔産物を当⽇中に顧客へ配送した。
• １⽇に複数の便数がある新幹線による輸送により、柔軟な発送を可能とする物流を構築した。
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システムを構築し、消費者ニーズに合った商品展開・販売

することを推進した。
• 産地と消費者を直接つなぐことで、通常の物流で発⽣している中間物流コストを軽減し、⽣

産者の利益拡大に繋げた。

（事例７）新幹線⾼速物流検討協議会（⿅児島県）
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（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」 、 JRグループプレス発表資料（令和４年12⽉23⽇）

 新幹線による朝獲れ⽔産物の大口高速輸送
 ICTシステムにおける⽔産物の販売に向けた検討（産地と消費者をつなぐ受発注用アプリの開発）
 中間物流コストを軽減し、⽣産者の利益拡大

【取組みによる効果】
• 新幹線の荷室を活用した⽔産物の高速輸送により、当⽇朝獲れた⽔産物の即⽇出荷・配送や、

物流時間の短縮による付加価値向上を実現した。
• ⽣産者と消費者をつなぐ受発注アプリの開発により、⽣産者が消費者ニーズを把握したうえ

でコストを削減し、ニーズに対応することが可能となった。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチング）の構築による消費者ニーズの把握

とニーズに即した商品販売の展開
• 直接販売による物流の中間コストの軽減
• コスト削減に伴う⽣産者利益の拡大

【検討経緯・目的】
• 従来の流通においては、⻑時間輸送による鮮度の低下、トラックドライバー不⾜、航空貨物

供給量の縮⼩等、多くの課題に直⾯していた。
• ICTシステムと連携した新幹線物流の構築により、消費者の⼿元に届くまでのリードタイムを

短縮する物流体制の確⽴を目指した。
• 消費者ニーズに対応した販売による⽔産物の高付加価値化を目指した。

事業全体像 飲食店向け公表資料

サプライチェーン全体像（輸送方法・輸送フロー）



【取組内容】
• 天然⿂アカアマダイおよびアカガレイについて一定の基準を設けて「若狭ぐじ」、「越前が

れい」として⽣食用出荷による需要獲得を目指しブランド化した。
• 「敦賀真鯛（マダイ）」および「若狭ふぐ（トラフグ）」等、品質の⾒える化や他産地の養

殖⿂との差別化を推進した。
• 県産ブランド養殖⿂について活⿂⾞の導入により活⿂での流通を推進した。
• 受発注アプリ（「いくら」）の開発による受発注システムの構築を推進するとともに、北陸

新幹線の開通に合わせた各種販促活動の推進した。

（事例８）福井県⽔産バリューチェーン改善協議会（福井県）
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（出典）⽔産庁「⽔産バリューチェーン構築の取組（令和６年３⽉）」

 県産ブランド養殖⿂について活⿂⾞の導入により活⿂での安定供給を図るとともに⽣産情報や在庫状況を関連付けた受発注アプリを整備し
スムーズな受発注を実現

 アプリの機能を用いて販売業者や飲食店からの意⾒を⽣産者にフィードバックすることで連携体制を構築

【取組みによる効果】
• 県産ブランド養殖⿂について活⿂⾞の導入により活⿂での安定供給 を図るとともに⽣産情報

や在庫状況を関連付けた受発注アプリを整備しスムーズな受発注を実現した。
• 発注アプリを活用し⽣産・流通状況を⾒える化するとともに、アプリの機能を 用いて販売業

者や飲食店からの意⾒を⽣産者にフィードバックすることで連携体制を構築した。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 県内で漁獲される⽔産物について、消費者に価値を提供するため基準を設けてブランド化
• 「価値」を正しく提供しながら遠方消費地への販路を開拓・拡大
• 卸売市場（産地）と取引先（鮮⿂店・⼩売店・ホテル等）との間で入荷・在庫情報をリアル

タイムで共有し、発注が可能な受発注システム（マッチング）を開発

【検討経緯・目的】
• ⼩規模な沿岸漁業が主流であり高齢化や環境変動により県内の漁獲量が減少していた。
• 養殖⿂について地域ブランドを創出し、認知度向上に向けた関係者の連携を推進することを

目指した。
• ⽣産者と流通業者、販売業者等をシステムでつなぎブランド⿂の供給体制構築を目指した。

事業全体像



【取組内容】
• 「⽣産者用アプリ」「卸売業者 が使用するアプリ」「買受⼈用アプリ」の３種類のアプリ開

発を目指す。
• デジタル化されたセリ結果情報は卸売業者や買受⼈、⽣産者に速で配信され、エクセル等の

ファイル形式でダウンロードすることを可能とする。
• セリ⼈および買受⼈の作業の効率化、労働時間の削減、セリ結果確認のデータベース化など

が可能となる。

（事例９）しものせきデジタル⽔産業推進コンソーシアム（⼭⼝県）
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（出典）⽔産庁「デジタル⽔産業戦略拠点事業計画書（しものせきデジタル⽔産業推進コンソーシアム）」

 下関漁港（卸売市場）の⽣産者、卸売業者、買受⼈、消費者、⾏政等が連携
 デジタル情報を収集し、ニーズに応じてデジタル情報を活用することで、省⼈・省⼒化、作業効率の向上、コスト削減、売上高の向上など

漁港の高度化を推進

【取組みによる効果】
• サプライチェーン全体における「作業効率化」「サービスの質向上」「コスト削減」「新規

サービス・ビジネス及び販路拡大」「産地市場のトレーサビリティ確保」「買受⼈の効率
化」を目指す。

• その他、「他地域でのICT導入促進」「（デジタル情報の活用による）競争⼒強化」「情報セ
キュリティ・データ漏洩に対するリスク軽減」等の効果発揮も期待している。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 令和８年度中の「デジタル」バリューチェーン構築、令和９年度以降の横展開を目指してお

り、気仙沼と同時期にデジタル⽔産業の確⽴を目指す取組み
• ⽣産者、卸売業者、仲卸業者をデジタルでつなげるシステムを構築とデジタルが一気通貫す

る市場内の仕組みの構築（E-1・E-2の連携）

【検討経緯・目的】
• ⽣産者と卸売業者間はデータ共有が⾏われているが、 セリなど卸売市場のデジタル化と買受

⼈とのデータ連 携は進んでいない。
• ⽣産現場で導入されている既存アプリを活用しながら卸売市場のデジタル化を目指す。セリ

方式はシステム上では３パターン（先取り、通常セリ、システムセリ）が可能で、卸売業者
と買受⼈はセリに関する情報の共有を目指す。



【取組内容】
• 漁業協同組合などから鮮⿂を直接仕入れ、システムに入⼒(産地、漁師氏名、⽔揚⽇時、種類、

漁法等)することによりトレーサビリティの実現を目指した。
• 鮮度保持のため船上で⾎抜き処理などを⾏った後に空輸し、⽻⽥鮮⿂センターのHACCP認証

や米国FDA施設登録された高い衛⽣基準を満たした施設で、仕分け･加⼯･真空パックを⾏う。
• Webサイトなどから受注し、入荷当⽇中に配送する。

（事例10）流通プラットフォーム「⽻⽥市場」
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（出典）⽻⽥市場株式会社、スマートIoT推進フォーラム

 従来の卸売市場を介さず、⽣産者と消費者を直接結びつける新たな市場機能を提供
 デパート、スーパー、すし、海鮮居酒屋などの法⼈の客様と一般のお客様を対象としたサプライチェーンを構築
 トレーサビリティを実現するために、ケース単位で、産地、漁師の氏名、⽔揚げ⽇時、種類、漁法などを管理

【取組みによる効果】
• 市場に安全かつ質が高い鮮⿂を安定的に届ける新たな仕組みを作ることにより、⽣産者（漁

師）の利益拡大と消費者の費用負担軽減の双方を実現している。
• ⽻⽥市場が、集荷・仕分・価格形成・輸送・決済を一括して⾏うことによって流通コストの

低減を実現した。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• Webやデータベースの技術を活用したトレーサビリティシステムや受発注システムの開発
• 産地と⽻⽥市場の直接的な受発注システム（マッチング）の構築による流通コストの低減、

⽣産者の利益拡大、消費者の費用負担の軽減
• 産地や漁師の名称明記による消費者の安心感や産地認知度等の向上

【検討経緯・目的】
• ⽔産物の流通は「産地卸売市場」と「消費者卸売市場」が存在することなどにより流通経路

が複雑で、商品が消費者に届くまでに時間を要する。
• ⽔産物は鮮度を保つために輸送中の冷蔵・冷凍が必要となるため、輸送費が高くなり、漁師

への配分が少なくなる傾向がある。
• 地方で鮮⿂を直接仕入れ、⽻⽥空港をハブとした空輸により、朝一番に獲れた⿂を同⽇中に

消費者に届ける、流通プラットフォーム「⽻⽥市場」を設⽴した。

⽻⽥市場が取組むサプライチェーン

サービス概要「⽻⽥市場」を活用した鮮⿂販売



【取組内容】
• ⼈が目視で食欲状態を確認する給餌方法から搭載されているAI が⿂の食欲をリアルタイムで

画像解析し、給餌の量やタイミングを最適化することを目指した。
• スマートフォンなどの端末から遠隔で⽣け簀の⿂の様⼦をモニタリングしながら給餌がいつ

でも、どこでもできる状況を確⽴した。

（事例11）AIスマート給餌機によるハマチ養殖

2024/10/3 11

（出典）ウミトロン株式会社、KURA おさかなファーム株式会社

 AI・IoT技術を活用したスマート給餌機「UMITRON CELL（ウミトロンセル）」を活用したハマチのスマート養殖に⽇本で初めて成功
 AIやIoT技術の導入による更なる効率化・省⼒化を進めることで、消費者に安定した⿂の供給量確保、リーズナブルで高品質な商品提供を

目指す

【取組みによる効果】
• スマート給餌機で養殖したマダイを「AI桜鯛」として、初めて全国販売したほか、初のハマ

チ養殖にも成功した。
• 遠隔で適切なタイミングで餌を与えることが可能となり、従来より少ない給餌で、出荷時の

サイズや品質を保ちながら短い期間で⽣育することに成功した。
• 餌の量を従来⽐約１割削減することに成功し、費用削減や環境負荷の軽減に貢献した。
• 給餌を遠隔操作に切り替えることで、労働負担の低減や燃料代が削減した。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• システム会社と飲食店の協業によるサプライチェーンの確⽴、商品の付加価値の向上
• AI・IoTを活用することによる⽣産性向上や省⼒化
• 消費者に対する安定した⿂の供給量確保とリーズナブルで高品質な商品提供

【検討経緯・目的】
• 「⼈⼿不⾜」「不安定な収入」「労働環境の厳しさ」などが大きな課題となり、スマート養

殖による委託養殖を進める取り組みとして、AI・IoT活用のスマート給餌機「UMITRON 
CELL」の導入を開始した。

• 社会情勢の影響で価格高騰が続くエサ代や漁船の燃料費の削減、作業負荷の軽減、無駄な餌
が海に流出することを防ぎ、環境負荷の低減に貢献することを目指した。

• ハマチを成⿂まで⽣育し出荷することを目指した取組みを進めてきた。

AI・IoT技術を活用したスマート給餌機「UMITRON CELL」



【取組内容】
• 品種や栽培方法の選定など一定基準（糖度・⾹り・サイズ等）を満たした商品を「ミガキイ

チゴ」としてブランディング化した。
※「ミガキイチゴ」は品種の名称ではなく、上記の基準を満たした商品の名称

• 農業従事者のうち、ベテランの勘と経験を、ITの⼒を借りて高い精度で再現し、最適な栽培
環境を維持することで、いつでも安定して上質ないちごを⽣産することを可能とした。

• 若い世代に技術を伝え、技術⽀援による農業⼈口増加の一助を担うことを目指した取組みを
続けている。

（事例12）アグリテック×ブランディング「ミガキイチゴ」 （宮城県）

2024/10/3 12

（出典）株式会社クボタ

 最先端の作物栽培が体感できるKUBOTA AGRI FRONT内の「TECH LAB」でICTを導入したイチゴを栽培
 複数の特定の品種を選んで育て、糖度や⾹り、サイズなどがある一定の基準を満たしたものだけを「ミガキイチゴ」と呼び、統一ブランド

商品として出荷

【取組みによる効果】
• アグリテック（農業×ICT）を用いた⽣産技術の向上とブランディングを推進した。
• 商品ブランドに関する認知度が向上により国内外での需要が増加した。
• 技術の習得・継承等を⽀援することで持続可能な農業を実現している。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• デジタル技術を活用した⽣産性の向上
• 糖度や⾹り、サイズなど消費者が理解できる項目を用いながら独⾃の基準に基づく商品のブ

ランド化
• 熟練者の技術をIT化や形式知化により継承（持続的な産業の確⽴）

【検討経緯・目的】
• 植物品種には育成者権（知的財産権の一種）があり、期限が切れると誰でもつくれるように

なるため、25年後にはブランド価値がなくなってしまう。
• 農業は天候などの外部的要因をダイレクトに受けやすい産業のため、ITを駆使して供給量を

安定させる必要がある。
• ブランド価値の向上と市場拡大を目指し、ICT技術も活用した⽣産・出荷体制を目指した。

ハウス内の温度、湿度、日射量、CO2濃度、風量、循環させる養液の濃度や量などを
リアルタイムでモニタリングし、最適な環境をコンピュータで自動的に制御

クラウン冷却システム ブランド化商品「ミガキイチゴ」



【取組内容】
• 巡回物流網と連動するECサイトを構築した。
• 物流網の中で「バス停」と称する集配拠点を冷蔵トラックが周回し、⽣産者から出荷された

農産物の鮮度を落とさず届けることで、物流コストを削減している。
• ⽣産者が価値を付け、実入りを増やすビジネスモデルの構築を進めている。

（事例13）農家と顧客をデジタルでつなぐ新しい流通「やさいバス」 （静岡県）
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（出典）農林⽔産省「農業DXの事例紹介（令和３年７⽉）」、やさいバス株式会社

 デジタルを活用し地域で野菜を効率的に流通させる仕組みを構築
 購入者から注文を受けた農家が、JA施設や⻘果店などの最寄りの「バス停」に野菜を持ち込み、購入者（飲食関係者等）が地域の「バス

停」に取りに来る
 ⼿数料は15％であるが、営業や買取等もやさいバスが対応する点が⽣産者から評価されている

【取組みによる効果】
• 共同配送システムで物流コストを削減することに繋がっている。
• 受発注方式であるため、バス停にて、出荷・受取を⾏う。そのため、配送の⼿配や伝票処理

をする必要がない。
• ⼿数料は15％であるが、やさいバス側が営業も実施し、買取まで⾯倒を⾒てくれることに対

して評価の声がある。
※静岡県内（一部）では「さかなバス」も運⾏されているが、⽔産物は難易度が高い。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• ⽣産者・消費者を介する中間事業者との連携・マッチング
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システムの構築による消費者ニーズの把握とニーズに即し

た商品販売の展開
• 直接販売による物流の中間コストの軽減と⽣産者利益の拡大

【検討経緯・目的】
• 農業物流の社会課題を解決するため、地産地消を担う地域の共同物流サービスの設⽴した。
• 輸送コストの削減と効率化を目指している。
• 共通の作業をデジタル化し効率化することで、農家（⽣産者）･仲卸業者（流通関係者）･顧

客（消費者）の三方にとってメリットがある仕組みを構築する。

「やさいバス」事業全体像



【取組内容
• 専用のアプリケーションを使用し、時間、場所を問わず⽣産者と取引先の間で効率的な取引

を⾏うことを可能とした。
• 販路開拓、契約栽培の契約締結、集出荷⼿続きをすべてオンラインで実⾏できる農業DXの仕

組みを取り入れ、米の新規販路開拓を目指した取組みを進めている事業者がいる。
• 価格決定のタイミングを分散し、買い⼿、売り⼿双方の経営安定化を⽀援するほか、事前契

約や現物契約で安定した取引を実現した。

（事例14）米のオンライン契約栽培仲介サービス『アグリノート米市場』 （新潟県）
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（出典）新潟市「米の新規販路開拓に関する農業DXの取り組み」、ウォーターセル株式会社

 オンライン上で様々な企業から提示された米の買い付けニーズを簡単に把握でき、そのままオンライン上で事前契約（播種前〜収穫前の契
約）を締結可能

 大⼿米卸業者神明と繋がり、『大粒ダイヤ』という多収性品種の出荷契約をオンラインで締結

【取組みによる効果】
• インターネットで時間、場所を問わず取引が可能となるため⽣産者・取引先双方の負担を軽

減することを実現した。
• 「事前」「現物」「複数年」の契約に対応することで農業者（⽣産者）の経営安定化を⽀援

した。
• 大⼿事業者との販路の拡大や取引の効率化等を実現している事業者も⾒られる。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• デジタル技術を活用した⽣産性向上や経営課題の解決
• 産地と取引先（消費）を直接つなぐ受発注システムの構築による取引先ニーズの把握とニー

ズに即した商品販売の展開
• 新規の販路開拓や作業・費用負担の軽減等による農業者（⽣産者）の経営安定化

【検討経緯・目的】
• 新品種導入に伴う新規販路開拓や価格変動に対する不安が農業者の負担になっている。
• 新品種導入と販路拡大の課題を、スマート農業・農業DXを活用して解決することを目指した

取組みを進めることとした。
• 需要に応じた⽣産･販売の実現による⽣産性向上や所得向上を目指すこととした。

営農支援アプリ「アグリノート」全体像と関係者メリット



【取組内容】
• 農家（⽣産者）が⽣産している作物の種類や販売価格、コスト・利益を把握等「事業収⽀」

を把握し、改善事項を把握する。
• 農家（⽣産者）⾃身による市場調査を実施し、販売価格や消費者ニーズを把握することで、

何を作り、いくらで売れば儲かるか、⾃ら考える「経営⼒を有する」農家の育成を⽀援した。
• 品質向上のための精米機材の導入、機械指導などのバックアップをJICAが実施するとともに、

⼩規模農家に対する助言・指導・技術⽀援を実施するための体制を強化した。

（事例15）SHEP&CARD （セネガル）
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（出典）独⽴⾏政法⼈国際協⼒機構（JICA）「ひと目でわかるフードバリューチェーン」

 「売るための農業」に転換するために栽培と営農のスキル向上、所得向上を目指す取組み。農家⾃身の市場調査により販売価格や売れ⾏き
を把握し栽培に活かす

 バリューチェーンを⾒据えた取組みにより収益性の向上を実現

【取組みによる効果】
• 資材の投入、流通、販売の各段階のバリューチェーンを⾒据えて⽣産に取組むことで収益性

が向上した（２年間で⼩規模農家2,500件の収入が倍増した）
• 市場の情報・ニーズを確認し、計画、栽培、収穫、販売を⾏うなど新しいビジネスモデルを

確⽴した。
• 対象地域のフードバリューチェーンにおける関係者間の関係が強化された。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• 農家（⽣産者）が⾃ら市場調査を実施し、販売価格や消費者ニーズ等を把握
• 市場調査結果を踏まえた事業計画等の⽴案による「儲かる」ビジネスモデルへの意識変⾰や

取組変⾰の推進

【検討経緯・目的】
• セネガル国内では⼈口増加によって園芸作物の消費が増加しており、農業者（⽣産者）に

とっては事業拡大の機会であるが、収入が伸び悩んでいた。
• 2017年から「市場志向型農業振興アプローチ（SHEP)」を開始し、｢作って売る｣から｢売る

ための農業｣への意識変⾰を起こすことを目指している。

市場志向型農業振興アプローチ「SHEP」（セネガル）
※SHEP：SmallholderHorticultureEmpowerment＆Promotion
2006年からケニア農業省とJICAの技術プロジェクトで開発された小規模園芸農家支援の
アプローチ。「売るための農業」への転換を目指す。



【取組内容】
• ⽊材流通のトレーサビリティを確⽴するため、ICTにより各事業の連携を推進し、流通と⽊材

利用の最適化を図ることとした。併せて、各種情報はクラウドで共有することとした。
• 厳しい基準を設け、基準を満たした優良材を｢SPウッド｣と名付け、ブランド化することによ

る価値創造を推進した。
• ⽊材流通において発⽣する利益を⼭元に還元することで、⼭主の利益拡大を図り、林業の成

⻑産業化、持続可能な産業構造の確⽴に向けた取組みを進めてきた。

（事例16）新しい⽊材流通システムの構築（⽊材情報のクラウド共有） （埼玉県）
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（出典）⽇本政策⾦融公庫「AFCフォーラム（2018年２⽉号）」

 川下の建築⼯務店が川上の⼭林所有者を加えた新しい⽊材流通システムを構築し、ICT技術も活用した取組みを展開
 トレーサビリティシステムの構築により、従来、価値の還元が不⼗分であった川上（⼭林）に対して⼗分な価値を還元するビジネスモデル

を確⽴し、業界発展に向けた全国展開を目指す

【取組みによる効果】
• 従来と⽐較して流通コストの５割以上を削減することに成功した。
• ⼭主、製材業者、プレスカット業者、⼯務店、施主のバリューチェーン各段階関係者にメ

リットが発⽣している。
• バリューチェーン関係者間の信頼関係構築、関係強化に繋がった。
• 合理的な加⼯・流通、価格の透明性、強度の確保、⽣産者の顔が⾒えるトレーサビリティ等

の厳しい条件を満たす⽊材を｢SPウッド｣としてブランド化し、付加価値を向上させた。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• バリューチェーン関係者によるトレーサビリティの確⽴と品質確保による商品価値の向上
• デジタル技術の活用による情報共有
• ⼭主（⽣産者）への利益還元と持続可能性と競争性を有する産業構造の確⽴

【検討経緯・目的】
• 補助⾦に頼らない持続可能な林業を設計し、ビジネスとして⾃⽴できる仕組みづくりを推進

することが課題となっていた。
• ICTを活用した⽊材流通の情報共有により、⼭元での集材からユーザーまで、価値を付けて安

定供給するバリューチェーンを構築し、⼭元に利益を還元することを目指した。

木材流通トレーサビリティーシステム全体像
※本件では、工務店（川下）である伊佐ホームズが中心となり、木材流通全体の
バリューチェーン構築や情報共有システムの構築等を推進



（事例17）農林漁業者が個⼈の顧客に直接商品を販売するためのオンライン直売所「⾷べチョク」
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（出典）株式会社ビビットガーデン

 ⽣産者が⽣鮮品等を消費者に直接販売している⽇本最大のオンライン直売所。⾃治体との連携多数
 「⽣産者のこだわりが正当に評価される世界へ」をコンセプトに事業を展開
 ⻘果物については従来⽐２倍以上の粗利確保を実現

【取組内容】
• 農業者・漁業者（⽣産者）が直接、消費者に販売することで、中間業者を介さず商品を流通

させることにより、物流等に係る費用を縮減し、⽣産者に還元される収益の向上を目指した。
• ⾃治体等と連携することにより、消費者の安心感を向上するとともに、様々なプロジェクト

を進めている。
• ECサイトを活用した農林⽔産物の販路拡大を中心として、定期便サービスの提供等事業・

サービスの多角化を進めてきた。

【取組みによる効果】
• ⽣産者と直接メッセージのやりとりも可能であり、消費者が⽣産者のおすすめレシピを教え

てもらうなど、ECサイトを通じたコミュニケーションの確⽴が評価されている。
• 消費者への直接販売により、流通コストが削減され⽣産者に利益が還元される（従来⽐1.8

倍）。さらに、農家（⽣産者）に直接のファン（消費者）が付く。

【気仙沼の事業展開に向けた示唆】
• ⽣産者・消費者を介する中間事業者との連携・マッチング
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システムの構築による消費者ニーズの把握とニーズに即し

た商品販売の展開
• 直接販売による物流の中間コストの軽減と⽣産者利益の拡大

【検討経緯・目的】
• ｢こだわって作っても高く売れない｣、⼈⼿不⾜による｢耕作放棄地｣の拡大等、農業がモチ

ベーションを保ちづらい職業となっていることへの課題認識があった。
• ⽇本の農業の抱える様々な課題を、「IT技術」を用いて解決することを目指した。
• 「⽣産者のこだわりが正当に評価される世界へ」をビジョンに品質にこだわる農家･漁師から

旬の食材を直接取り寄せできる産直通販サイトの設⽴・運営を進めることとした。

「食べチョク」事業全体像

個人向けECサイト「食べチョク」 生産者・食品企業等との共同商品開発
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事例 バリューチェーン構築における特徴 事例 バリューチェーン構築における特徴
四国東南区バ
リューチェーン
流通改善協議会

• 情報共有システムの構築
• 取引先のニーズの把握とニーズに適う商品の開発
• 商品販売先の多角化による安定的な販売網

しものせきデジ
タル⽔産業推進
コンソーシアム

• 気仙沼と同時期にデジタル⽔産業の確⽴を目指す取組み
• 関係者をデジタルでつなげるシステムを構築とデジタル

が一気通貫する市場内の仕組みの構築（E-1・E-2の連携）
バスあいのり⽔
産バリュー
チェーン改善促
進協議会

• 異業種連携
• 双方にメリットがあるビジネスモデルの構築
• IoT技術を活用した品質管理と付加価値向上
• 付加価値向上による希少性、品質等の消費者評価の向上

流通プラット
フォーム

• トレーサビリティシステムや直接的な受発注システム
（マッチング）の構築による流通コストの低減、⽣産者
の利益拡大、消費者の費用負担の軽減

• 産地や漁師の名称明記による安⼼感や認知度等の向上
⻄⽇本地区バ
リューチェーン
流通改善協議会

• システム導入等による省⼒化等将来を⾒据えたサプライ
チェーン全体の改善・効率化

• 取引先との連携による消費者や商品ニーズの正確な把握
• 鮮度管理等の付加価値の情報提供

AIスマート給餌
機によるハマチ
養殖

• システム会社と飲⾷店の協業によるサプライチェーンの
確⽴、商品の付加価値の向上

• AI・IoTを活用することによる⽣産性向上や省⼒化
• 消費者への安定的・リーズナブル・高品質な商品提供

JFバリュー
チェーン改善検
討協議会

• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチン
グ）の構築

• 消費者ニーズの把握とニーズに即した商品販売の展開
• 商品魅⼒や産地情報の直接的な情報・価値提供

アグリテック×
ブランディング
「ミガキイチ
ゴ」

• デジタル技術を活用した⽣産性の向上
• 糖度や⾹り、サイズなど消費者が理解できる項目を⽤い

ながら独自の基準に基づく商品のブランド化
• 熟練者の技術をIT化や形式知化により継承（持続性）

Ocean to Table 

Council

• 付加価値情報の付加による⽣産者への利益還元
• 漁業者や販売業者が「⿂価の向上」や「トレーサビリ

ティ情報の付加価値」を実感

農家と顧客をつ
なぐ新しい流通
「やさいバス」

• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチン
グ）によるニーズ把握とニーズに即した商品販売の展開

• 直接販売による中間コストの軽減と⽣産者利益の拡大
JFライブコマー
ス検討協議会

• ⽣産者と消費者の直接対話による商品PRと消費喚起
• 商品魅⼒や産地情報の直接的な情報・価値提供

『アグリノート
米市場』

• 産地と取引先（消費）を直接つなぐ受発注システムの構
築による取引先ニーズの把握とニーズに即した商品販売

新幹線高速物流
検討協議会

• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチン
グ）の構築

• 直接販売による中間コストの軽減と⽣産者利益の拡⼤

新しい⽊材流通
システムの構築

• トレーサビリティの確⽴と品質確保による価値の向上
• ⽣産者への利益還元と持続可能性と競争性を有する産業

構造の確⽴
福井県⽔産バ
リューチェーン
改善協議会

• 消費者に価値を提供するため基準を設けてブランド化
• 「価値」を正しく提供しながらの販路開拓・拡大
• 入荷・在庫情報をリアルタイムで共有し、発注が可能な

受発注システム（マッチング）を開発

オンライン直売
所「食べチョ
ク」

• 中間事業者との連携・マッチング
• 産地と消費者を直接つなぐ受発注システム（マッチン

グ）によるニーズ把握とニーズに即した商品販売の展開
• 直接販売による中間コストの軽減と⽣産者利益の拡⼤



参考事例を踏まえた「バリューチェーン」構築の方向性

2024/10/3 19

デジタル技術（AI・IoT→受発注システム等）

バリューチェーン構築のキーワード

消費者ニーズ
トレンド

産地情報
（魅⼒・価値） トレーサビリティ 基準・規格

ブランド
受発注システム等

関係者の
マッチング

持続可能性
成⻑産業化

（所得向上）

■バリューチェーンの構成要素

■気仙沼における「バリューチェーン」構築の方向性

独自の事業多角化 グループ化 コーディネート・マッチング

 他分野・他地域における参考事例を踏まえ、気仙沼において、どのようなバリューチェーンの構築を目指していくかが今後の論点となる。
 参考事例を踏まえ、ビジネスモデルとしては次の３パターンが考えられる

特定の事業者（個社）が
⽣産・商品開発・加⼯物流等

サプライチェーン全体で必要となる
事業領域を拡大する

地域内の事業者や特定の事業者が
連携してサプライチェーンに必要な

機能を補いながら
事業グループを組成する

外部の事業者がコーディネータ役としてサ
プライチェーンの中間に参画し
気仙沼と取引先・消費者を繋ぐ

ビジネスモデルを構築する

（例）マルイチ産商（⻑野） （例）仙台⽔産・SOLABLE フォレスト （例）フーディソン・⽻⽥市場・やさいバス
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